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１ はじめに 
令和２年３月３０日、東京電力ホールディングス株式会社（以下「東京電力」という。）

から福島県、大熊町及び双葉町に対して、「東京電力株式会社福島第一原子力発電所の廃

炉等の実施に係る周辺地域の安全確保に関する協定」（以下「安全確保協定」という。）

に基づき、福島第一原子力発電所放射性物質分析・研究施設第２棟（以下「第２棟」とい

う。）の新設に関する事前了解願いが提出された。その後、令和２年５月２０日に東京電

力は、「核原料物質、核燃料物質及び原子炉の規制に関する法律」（以下「原子炉等規制

法」という。）に基づき、第２棟の新設に係る「福島第一原子力発電所 特定原子力施設

に係る実施計画」（以下「実施計画」という。）の変更認可申請を原子力規制委員会に提

出した。 

県及び両町は事前了解願いに対する回答を行うに当たり、安全確保協定に基づき福島県

原子力発電所安全確保技術検討会（以下「技術検討会」という。）において、事前了解願

いの計画内容の技術的事項に関して協議を行うこととしている。 

このため技術検討会は、令和２年６月から、第２棟の新設について、福島県原子力発電

所の廃炉に関する安全監視協議会（以下「廃炉安全監視協議会」という。）専門委員及び

関係市町村の意見を聴きながら、原子力発電所周辺地域住民の安全確保の観点から、施設

の運用における安全対策の適切性について検討を行った。検討に際しては、東京電力及び

第２棟の設計・建設・運営を行う国立研究開発法人日本原子力研究開発機構（以下「ＪＡ

ＥＡ」という。）に、今回の計画に関して、より具体的かつ技術的な説明を求めた。 

しかし、令和３年２月及び令和４年３月に福島県沖で発生した地震を受けて、第２棟の

耐震クラス分類の考え方が見直されることとなったため、技術検討会における議論が一時

中断となった。その後、令和４年１１月に原子力規制庁より「東京電力ホールディング株

式会社福島第一原子力発電所における耐震クラス分類と地震動の運用の考え方」が示され

たことから、東京電力は第２棟の耐震クラス分類を見直してきたが、その内容が明らかに

なったため、令和６年５月から議論を再開させた。 

本報告書は、第２棟の新設に係る計画（以下「第２棟新設計画」という。）について、

技術検討会において確認及び検討を重ねた結果を取りまとめたものである。 
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２ 検討の経過 

令和２年３月３０日に東京電力から事前了解願いが提出されたことを受け、令和２年６

月１２日に令和２年度第１回技術検討会を開催し、第２棟新設計画について、内容の確認

を開始した。その後、廃炉安全監視協議会及び技術検討会において確認及び検討を重ねた。 

以下に検討の経過について概要を示す。 

 

令和２年度第１回技術検討会（書面開催） 

開催年月日 令和２年６月１２日(金)～２６日（金） 

議題 福島第一原子力発電所放射性物質分析・研究施設第２棟の新設について 

確認概要 第２棟新設計画について構成員等から出された意見を集約した。 

 

令和２年度第１回廃炉安全監視協議会 

開催年月日 令和２年７月１４日（火） 

議題 福島第一原子力発電所放射性物質分析・研究施設第２棟の新設について 

確認概要 第２棟新設計画の変更認可申請の概要及び第１回技術検討会での意見・質

問に対する回答を確認した。 

 

令和２年度第２回技術検討会 

開催年月日 令和２年９月３日（木） 

議題 現地確認 

確認概要 第２棟建設予定地の確認及び放射性物質分析・研究施設の視察を実施した。 

 

技術検討会による現地確認 

開催年月日 令和２年１１月２４日（火） 

議題 ボーリングコアの調査 

確認概要 放射性物質分析・研究施設において、第２棟建設予定地のボーリングコア

試料を観察し、建設予定地の支持地盤（富岡層（大年寺層））の安定性に

ついて確認した。 

 

令和２年度第４回技術検討会 

開催年月日 令和２年１２月９日（水） 

議題 福島第一原子力発電所放射性物質分析・研究施設第２棟の新設について 

確認概要 原子力規制委員会における実施計画変更認可申請書の審査状況及び第１回

廃炉安全監視協議会の質問への回答を確認した。 

 

令和２年度第６回技術検討会 

開催年月日 令和３年２月１５日（月） 

議題 ・放射性物質分析・研究施設第２棟の設置に係る実施計画変更認可申請書

の一部補正内容について 
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・第４回福島県原子力発電所安全確保技術検討会の追加質問への回答につ

いて 

・平成１２年科学技術庁告示第５号（放射線を放出する同位元素の数量等

を定める件）第２４条の一部改正について 

・福島第一原子力発電所放射性物質分析・研究施設第２棟の検討結果につ

いて 

確認概要 第２棟新設計画の補正内容、第４回技術検討会の追加質問への回答等につ

いて確認するとともに技術検討会の検討結果（報告書）の素案について協

議を行った。 

 

令和３年度第２回技術検討会 

開催年月日 令和３年８月１９日（木） 

議題 福島第一原子力発電所放射性物質分析・研究施設第２棟の新設について 

確認概要 第２棟新設計画の補正内容及び原子力規制委員会の審査状況について確認

を行った。 

 

令和３年度第３回技術検討会 

開催年月日 令和３年１２月２４日（金） 

議題 ・令和３年２月１３日に発生した福島県沖地震にかかる耐震設計の見直し

について 

・令和３年度第２回福島県原子力発電所安全確保技術検討会の追加質問に

ついての回答 

・福島第一原子力発電所放射性物質分析・研究施設第２棟の検討結果につ

いて 

確認概要 第２棟の耐震評価の見直しについて確認した。 

令和２年度第６回技術検討会での指摘を踏まえ修正した検討結果報告書の 

素案について協議を行った。 

 

令和６年度第１回技術検討会 

開催年月日 令和６年５月２９日（水）1 

議題 福島第一発電所放射性物質分析・研究施設第２棟の耐震クラスの見直し等

について 

確認概要 第２棟の概要及び耐震クラス見直しの結果等を確認した。 

 
 
 

 
1 令和３年２月及び令和４年３月に福島県沖で発生した地震を受けて耐震クラスの見直しが行われたことにより、令和

３年度第３回技術検討会以降議論が中断していた。 
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令和６年度第２回技術検討会（書面開催） 

開催年月日 令和６年６月２８日（金）～７月１９日（金） 

議題 ・令和６年度第１回福島県原子力発電所安全確保技術検討会の追加質問へ

の回答について 

・福島第一原子力発電所放射性物質分析・研究施設第２棟の新設に関する 

確認結果報告書（素案）について 

確認概要 令和６年度第１回技術検討会の追加質問への回答を確認するとともに、確

認結果報告書（素案）を構成員等へ提示した。 

 
令和６年度第３回技術検討会（現地開催） 

開催年月日 令和６年９月６日（金） 

議題 ・福島第一原子力発電所放射性物質分析・研究施設第１棟及び第２棟建設

予定地の視察 

・令和６年度第２回福島県原子力発電所安全確保技術検討会の質問への回

答について 

・福島第一原子力発電所放射性物質分析・研究施設第２棟の新設に関する

確認結果報告書（案）について 

確認概要 第２棟と同等の施設を有する第１棟の運用状況及び第２棟の建設予定地を

確認した。 

令和６年度第２回技術検討会の質問への回答を確認するとともに、確認結

果報告書（案）を構成員等へ提示した。 

 
令和６年度第４回廃炉安全監視協議会 

開催年月日 令和６年１２月２０日（金） 

議題 ・原子力規制庁による変更認可申請の審査結果について 

・福島第一原子力発電所放射性物質分析・研究施設第２棟の新設に関する

確認結果報告書（案）について 

確認概要 原子力規制庁による変更認可申請の審査結果を確認した。 

確認結果報告書（案）について、令和６年第３回技術検討会からの修正箇

所を説明した。 

 
令和６年度第４回技術検討会（書面開催） 

開催年月日 令和７年１月２１日（火）～１月２７日（月） 

議題 福島第一原子力発電所放射性物質分析・研究施設第２棟の新設に関する確

認結果報告書（案）の内容確認 

確認概要 令和６年度第４回廃炉安全監視協議会からの修正箇所を示し、技術検討会

としての報告書としてよいか意見を求めた。 
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３ 放射性物質分析・研究施設の設置目的と計画の概要 
東京電力が実施計画に記載している放射性物質分析・研究施設の設置目的及び計画の 

概要は以下のとおりである。 

なお、放射性物質分析・研究施設第２棟は燃料デブリ等の核燃料物質を扱う施設であ

るため、引用した図中の核物質防護に係る部分については黒塗りとしている。 

 

（１）放射性物質分析・研究施設の概要 
放射性物質分析・研究施設は、福島第一原子力発電所事故によって発生した放射性

廃棄物や燃料デブリ2の性状等を把握するための分析や研究を行う施設（放射性物質分

析・研究施設）であり、「施設管理棟」、「第１棟」及び「第２棟」から構成され、

福島第一原子力発電所に隣接した敷地に整備を進める（表１）（図１）。 

分析及び研究によって得られたデータは、福島第一原子力発電所の廃止措置に向け

た放射性廃棄物の確実な処理及び処分方策とその安全性に関する技術的基盤の確立等

に活用する。 

 

表１ 施設一覧 

施設名 目的 仕様 運用開始時期 

施設管理棟 

分析・研究施設である第１
棟及び第２棟の管理を目的
とした施設であり放射性物
質は取り扱わない。 

延床面積：４，７８６m2 
階数：地上４階 
主要構造： 
鉄筋コンクリート造 

平成３０年３月１５日 

第１棟 
低・中低線量の廃棄物等の
分析・研究を目的とした施
設 

延床面積：９，６７２m2 
階数：地上３階 
主要構造： 
鉄筋コンクリート造、杭基礎 

令和４年１０月１日 

第２棟 
燃料デブリ等の分析・研究
を目的とした施設 

延床面積：約３，３００m2 
階数：地上２階、地下１階 
主要構造： 
鉄筋コンクリート造、直接基礎 

令和８年度 
運用開始予定 

 

 

 

 
2 燃料デブリ：燃料と被覆管等が溶融し再固化したもの。 
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まえた、「東京電力ホールディングス株式会社福島第一原子力発電所における耐震

クラス分類と地震動の適用の考え方（令和４年１１月１６日、原子力規制庁）」に

基づき、耐震クラスの見直しを行った。 

見直し後の耐震クラスは図３に示すフローに従い評価している。設備ごとに地震

により安全機能（閉じ込め機能、遮へい機能）を全て失った際の公衆被ばく影響を

評価し、コンクリートセル6と試料ピット7は、敷地境界の実効線量が５mSv8を超える

ことから暫定Ｓクラスとなり、鉄セル9及びセル・グローブボックス10用換気空調設

備は、５０μSv11を超え、５mSv 以下であることから暫定Ｂクラスとなり、それ以外

のフード12などは５０μSv 以下であることから暫定Ｃクラスとした（表２）。 

 

 

  

 
6 コンクリートセル：コンクリートを遮へい体とした人が外部から操作をする試験・分析スペース。マニピュレータに

より操作を実施する。 
7 試料ピット：搬入された燃料デブリ等を受け入れ、保管するための設備。臨界が起こらないように、質量管理・形状 

管理を行う。 
8 5mSv:放射性物質を内包する施設で、その閉じ込め機能を喪失した場合、環境への影響が大きいと判断する基準。 

ICRP の勧告による敷地周辺の公衆への被ばくリスクが小さいと評価している値。 
9 鉄セル：鋼材を遮へい体とした人が外部から操作をする試験・分析スペース。マニピュレータにより操作を実施す

る。コンクリートセルよりも線量率が低い試料を扱う。 
10 グローブボックス：負圧にしたボックス内にグローブに手を通して、透明なアクリル板越しに操作する設備。 
11 50µSv:安全機能を喪失した場合に敷地周辺の公衆が被ばくする線量が十分低いものと評価している値。 
12 フード：装置外から空気を吸引することで室外への漏えいを防ぎつつ、試料を取り扱う設備。 
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図３ 耐震クラス分類を判断する流れ 

（東京電力資料「第１１回特定原子力施設の実施計画の審査等に係る技術会合 添付資

料４－３：東京電力福島第一原子力発電所における耐震クラス分類と地震動の適用の考

え方の改訂について（令和５年６月１９日）」より引用) 

 

表２ 敷地境界線量に応じた暫定耐震クラス 

 

（東京電力資料「放射性物質分析・研究施設第２棟の設置に係る実施計画変更認可申請

の状況（第４回一部補正に向けた状況）について（令和６年５月２９日）」Ｐ.９より引

用） 
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暫定Ｓクラスとなったコンクリートセルと試料ピットについて、耐震Ｓクラスの

実力があるか確認するために、動的地震力Ｓｓ９００13と動的地震力Ｓｄ４５０14及

び静的地震力（３．０Ｃi）15による耐震評価を実施した（図４）（表３）。 

 

 

 
13 動的地震力Ｓｓ９００：基準地震動として Ss600 を使用してきたが、新規制基準（福島第一原子力発電所には適用さ

    れない）に準じて東京電力が自主的に定めた検討用地震動。 

14 動的地震力Ｓｄ４５０：動的地震力 Ss900 に係数 0.5 を乗じて設定した地震動。原子炉施設の安全機能限界と弾性限 

界に対する荷重の比率が 0.5 程度であるという工学的判断のもと設定されている。 

15 静的地震力（３．０Ｃｉ）：建築基準法で定める地震層せん断力係数Ｃｉに耐震クラスに応じた係数の３を乗じて設

定した地震動。 
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図４ Ｓｓ９００とＳｄ４５０による耐震評価結果 

（東京電力資料「放射性物質分析・研究施設第２棟の設置に係る実施計画変更認可申請

の状況（第４回一部補正に向けた状況)について（令和６年５月２９日）」Ｐ.１２より引

用） 
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表３ 建屋各層における地震力（層せん断力）の比較 

 

（東京電力資料「放射性物質分析・研究施設第２棟の設置に係る実施計画変更認可申請

の状況(第４回一部補正に向けた状況)について（令和６年５月２９日）」Ｐ.１５より引

用) 

 

耐震評価の結果、Ｓｓ９００とＳｄ４５０においておおむね弾性範囲にとどま

り、コンクリートセル及び試料ピットはＳクラス相当の耐震性を有する。静的地震

力についても、Ｓｓ９００の弾性範囲に収まることからＳクラス相当の実力があ

る。 

続いて、建屋、コンクリートセルの壁・天井等が地震により崩壊することなく健

在するとした、現実的な緩和対策を考慮した被ばく線量評価を実施した（表４）。 

 

表４ 現実的な緩和対策を考慮した敷地境界線量評価 

 

（東京電力資料「放射性物質分析・研究施設第２棟の設置に係る実施計画変更認可申請

の状況（第４回一部補正に向けた状況)について（令和６年５月２９日）」Ｐ.１７より引

用） 
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る（図６）。 

換気空調設備については、セル等から排出される気体廃棄物を除去するためのフ

ィルタユニットや排風機等を設置する。 

 

 

図６ 第２棟の建屋内平面図 

（東京電力資料「福島第一原子力発電所特定原子力施設の変更計画概要 添付２福島

第一原子力発電所放射性物質研究施設第２棟の新設について(令和２年３月)」Ｐ.５

より引用） 

 

イ 第２棟の分析項目 

分析項目は線量率、組成、形状等多岐に渡っており、その成果は燃料デブリ等取

り出し時の臨界安全の確認や取り出し工法へのフィードバック等に反映する。 

分析項目の詳細及び分析のフローについては表７、図７のとおり。なお、分析ニ

ーズは設計・建設・運用中にも変わりうるとの認識のもと、柔軟な対応を目指す。 
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表７ 分析項目と成果の反映先 

分析項目 成果の反映先 

取出し時の 

臨界安全の 

確認 

取出し作業時の 

線量・ガス挙動

の把握 

取出し工法への

フィードバック 

収納・移送・保管

にあたっての 

安全確認・評価 

処理・処分方策

の検討 

線量率  〇 〇   

核種インベントリ,組成 〇 〇  〇 〇 

形状,化学形態,表面状態   〇   

寸法(粒径)   〇   

密度(空隙率)    〇  

硬さ,じん性   〇   

熱伝導率,熱拡散率     〇 

組成(塩分濃度,SUS 等含有率)   〇 〇 〇 

有機物含有量    〇 〇 

含水率 〇   〇  

水素発生量    〇  

加熱時 FP 放出挙動  〇  〇 〇 

（東京電力資料「放射性物質分析・研究施設第２棟の分析項目について（令和２年 7 月

１４日）」Ｐ.１１より引用、改編） 
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ウ 第２棟の放射性物質閉じ込め機能と放射線管理設備 

第２棟においては燃料デブリ等に含まれる放射性物質を閉じ込める必要がある

とともに、前処理・分析時に発生する粉塵や溶解・気化した放射性物質の漏えい・

拡散を防止する必要があり、以下のような設計上の措置を講じる（表８）。 

 

表８ 閉じ込め機能喪失時に敷地境界に影響を与える主な核種 

核種 主な放射線（括弧内は主な被ばく経路） 

Ｐｕ-２３８ α線（吸入摂取） 

Ｐｕ-２３９ α線（吸入摂取） 

Ｐｕ-２４１ β線（吸入摂取） 

Ａｍ-２４１ α線（吸入摂取） 

Ａｍ-２４２ｍ 核異性体転移（γ線）（外部被ばく） 

Ｃｍ-２４４ α線（吸入摂取） 

Ｋｒ-８５ β線（吸入摂取） 

Ｈ-３ β線（吸入摂取） 

 

燃料デブリ等は、コンクリートセル、鉄セル、グローブボックス等の設備で取り

扱う。コンクリートセル、鉄セル、グローブボックスは内部を常時負圧に維持する。

また、ステンレスライニング等により放射性物質を閉じ込めることのできる構造と

することにより、漏えいを防止する。なお、放射性物質の漏えいがあった場合は、

各種モニタにより検知する機能を有している（表９）。 

 

表９ 第２棟に設置する放射線管理設備 

名称 取付箇所 

ダスト放射線モニタ 換気空調設備室（監視・記録は放射線管理室） 

ガス放射線モニタ 換気空調設備室（監視・記録は放射線管理室） 

γ線エリアモニタ ・換気空調設備室 

・液体廃棄物一時貯留室 

・固体廃棄物払出準備室 

・分析室 

・オペレーションエリア 

・サービスエリア 

中性子線エリアモニタ ・オペレーションエリア 

・サービスエリア 

α／β線ダストモニタ ・固体廃棄物払出準備室 

・分析室 

・サービスエリア 

β線ダストモニタ ・液体廃棄物一時貯留室 
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  エ 液体廃棄物への対策 

液体廃棄物を一時的に貯留する設備等は、内部流体の性状を考慮し、材料はステ

ンレス鋼を使用する。また、液体状の放射性物質が漏えいした場合の拡大を防止す

るため、貯槽は堰内に設置する。堰は漏えいの拡大を防止するため、鉄筋コンクリ

ートにエポキシ樹脂を塗装した構造とし、堰内の貯槽内の液体廃棄物がすべて漏え

いしたとしても保持できる容量とする（図８）。 

配管については、接合部から漏れないよう溶接構造を基本とする。 

コンクリートセル等で発生する放射能の高い液体廃棄物は、乾固処理等を行い、

固体廃棄物化する。 

 

 
17 エアスニファ：先端にフィルタを装着した吸引装置で室内等の空気を吸引し、フィルタ上に汚染粒子を採取すること

で、空気中の放射性物質濃度を評価する装置。 

 

エアスニファ17 ・換気空調設備室 

・液体廃棄物一時貯留室 

・液体廃棄物 

・一時貯留設備電気品室 

・ＭＳＭ（マスタースレーブマニピュレータ）保守

/保管室 

・固体廃棄物払出準備室 

・分析室 

・α／γ測定室 

・放射線測定室 

・試薬調製室 

・オペレーションエリア 

・ローディングドック 

・サービスエリア 

・更衣室／汚染検査室 
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 カ 電源確保に関する考慮 

第２棟において必要な電源を確保するため、福島第一原子力発電所から信頼性

の高い商用電源２系統で受電する（図１０）。 

また、原子力規制庁から「非常用電源設備の設置要否」の提示を受けて、第

２棟に非常用電源設備を１台設置する。給電する設備は、放射性物質の閉じ込

め機能を有する設備とし、換気空調設備のうち、燃料デブリ等を主に取り扱う

セル・グローブボックス用換気空調設備へ給電する。これにより、商用電源２

系統からの受電が停止した場合でも、監視設備や換気空調設備に７日間給電で

きる構成となる。なお、監視設備や換気空調設備の耐震クラスがＣクラスであ

ることから、非常用電源設備もＣクラスとする。 

 

 

図１０ 第２棟内における給電構成 

(東京電力資料「放射性物質分析・研究施設第２棟の概要について（令和６年５月２９日)」

Ｐ.３７より引用） 

 

 キ 火災対策 

火災により施設の安全性が損なわれることを防止するため、火災発生防止、火

災検知及び消火並びに火災の影響の軽減の方策を適切に組み合わせた措置を講

じ、火災の早期検知に努めるとともに、窒素ガスを用いた消火設備を設けること

で初期消火を可能とする（図１１）。 

第２棟の建屋は、建築基準法及び関係法令に基づく耐火建築物とし、放射性物

質を取り扱うコンクリートセル、鉄セル、グローブボックス及びフードは、可能

な限り不燃性材料又は難燃性材料を使用する。 

また、建屋内の必要箇所には、屋内消火栓設備、消火器を設置する。 
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図１１ 第２棟における消火設備 

(東京電力資料「福島第一原子力発電所特定原子力施設の変更計画概要添付２福島第一

原子力発電所放射性物質研究施設第２棟の新設について(令和２年３月)」Ｐ.３２より

引用） 

 

ク 被ばく低減対策及び管理 

作業員の被ばく線量を可能な限り低減するため、遮へい、機器の配置、放射性物

質の漏えい防止、換気等の所要の放射線防護上の措置を講じる。 

また、燃料デブリ等、固体廃棄物、液体廃棄物等からの放射線から作業員を保護

するため、必要に応じてコンクリートの壁・天井による遮へいを行う。 

さらに外部放射線に係る線量率及び空気中の放射性物質の濃度については下記

に示す方法で測定し、作業時間の制限等を実施することで、「東京電力株式会社福

島第一原子力発電所原子炉施設の保安及び特定核燃料物質の防護に関して必要な

事項を定める告示」（平成２５年原子力規制委員会告示第３号）に定める線量限度

を遵守する。 

〇 外部被ばく管理 

・γ 線エリアモニタ⇒各エリアの放射線による空間線量を把握する。 

・中性子線エリアモニタ⇒セル付近の中性子線による空間線量を把握する。 

〇 内部被ばく管理 

・エアスニファ⇒作業環境及び内部被ばく管理のためサンプリングを行う。 

・室内ダストモニタ⇒作業環境及び内部被ばく管理のため、空気中の放射性物質 

濃度を測定する。 

その他、各種サーベイメータを使用して被ばく管理を行う。 

放射線作業の内容に応じて、防護装備（鉛エプロン、マスク等）を着用し、ＡＰ

Ｄ、個人線量計による全身被ばく管理に加え、グローブボックス等の作業において

は、リングバッジによる手部被ばく管理も行う。 

また、放射線作業においては作業計画書を遵守し、被ばく低減、事故防止を図る。 



- 26 - 

第２棟に燃料デブリ等を収納、受け入れる輸送容器の線量率については、Ｂ型輸

送物並みの値以下（輸送容器表面２mSv/h 以下、１ｍ離れた場所で１００μSv/h 以

下）であることを確認する。 

また、輸送容器の表面線量が１mSv/h を超える場合、作業員が極力接近しない作

業計画の立案、必要に応じて仮設遮へいの設置等の適切な追加処置を行う。また、

輸送容器の一時的な保管時にも、必要に応じて人の立入制限や線量の表示、仮設遮

へいの設置等の適切な追加措置を行う。 

作業員が内部被ばくしたＪＡＥＡ大洗研究所の汚染事故を踏まえ、作業計画書・

事故発生時の対応手順書が実効的かどうかという視点での作成、現場に即した実践

的な教育・訓練の実施、現場を指揮する者が必要とする教育の実施（スキルアップ）

により汚染事故を防止する。 

 

ケ 燃料デブリの管理 

福島第一原子力発電所から搬入された燃料デブリ等は、まず、コンクリートセル

に受け入れ、鉄セル、グローブボックス、フード、グローブボックス、α・γ測定

室の順に前処理や分析を行う。 

分析に使用しなかった燃料デブリ等の分析残試料は試料ピットで一時保管する。 

また、前処理や分析に伴い発生した廃棄物のうち、コンクリートセルでは高線量

の放射性廃棄物が発生する場合があるため当該セル内に一時保管する。一方、鉄セ

ル以降では、コンクリートセルよりも取り扱う燃料デブリ等の量が少なく、低線量

の放射性廃棄物しか発生しないため、固体廃棄物払出準備室及び液体廃棄物一時貯

留室で一時保管する。これらの一時保管した分析残試料、放射性廃棄物については、

最終的に福島第一原子力発電所へ払い出すこととしている（図１２）。 

なお、燃料デブリ等の試料は年間最大で１２回受け入れる計画となっている。ま

た核燃料物質を扱うため保管数量に制限があることから、試料ピットで保管する際

の形状、質量等を厳格に管理する運用を行うとしている。 

臨界が発生した場合は、コンクリートセル周辺のガンマ線エリアモニタ、中性子

線エリアモニタの指示値を確認する。また、第２棟排気口における排気中の放射性

物質濃度を排気口モニタで確認するとともに、モニタリングポスト等により放射線

量の値を確認する。また、コンクリートセル内には、中性子吸収剤を準備する計画

であり、その準備量は検討中である。 
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図１２ 分析対象物の受け入れから払い出しまでの流れ 

（東京電力資料「福島第一原子力発電所特定原子力施設の変更計画概要添付２福島第一

原子力発電所放射性物質研究施設第２棟の新設について(令和２年３月)」Ｐ.１５より引

用、改編） 

 

コ 臨界解析 

第２棟で取り扱う燃料デブリは核燃料物質等で構成されているため、第２棟の設

計では臨界防止を考慮して、下記の取扱い・管理を行う。 

・燃料デブリの取り扱いは、主にコンクリートセルで行う。また、第２棟における

燃料デブリの一時的な保管は試料ピットにて行う。 

・コンクリートセルでは、燃料デブリ等の質量を制限する質量管理（１セルあたり

に制限）を行い、臨界防止を確保する。 

・試料ピット（ で構成）では、 当たりの質量制限を として

質量管理を行う。また、 を一時保管することから、形状管理（

形状、 距離等の制限）も行い、臨界防止を確保する（図１３）。 
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）と評価され、誤操作（二重装荷）を考慮して燃料デブリ等の最大取扱量が

（プルトニウム量で ）と評価された。この結果を基にコンクリート

セル内で取り扱う燃料デブリの量（ ）を設定した。 

試料ピットにおける臨界解析では、コンクリートセルと同様に、最も臨界性が高

い「Ｄ.非均質：不均一の解析モデル」を用い、さらに安全側の評価となるよう、最

大取扱量（ ）とは別に の燃料デブリ等を収納した保管容器が試料ピッ

ト上部に存在する等の条件の下で評価を行った。 

その結果、実効増倍率は０．９２となり、臨界とならないと評価した。 

 

 

図１４ 燃料デブリ等の臨界解析のモデル 

(東京電力資料「放射性物質分析・研究施設第２棟の設置に係る実施計画変更認可申請の

一部補正内容について（第２回補正申請）（令和３年８月１９日）」Ｐ.４より引用・加

工) 

 

（５）敷地境界線量について 
ア 敷地境界の線量目標 

第２棟からの敷地境界への線量影響（増加量）は０．０１mSv/年を目標として、

遮へい体等の設計を進め、影響度合いを評価した。ここで０．０１mSv/年としてい

るのは、第２棟を含めた福島第一原子力発電所全体の敷地境界線量が１mSv/年以下

となるよう、十分な裕度を持たせて定めた目標値としているためである。 

 

イ 線量の評価手法 

第２棟で取り扱う燃料デブリ等からの γ 線、中性子線による敷地境界線量に関

して、３次元連続エネルギーモンテカルロコード（ＭＣＮＰ）を用いて、詳細評価

を行った。 

評価においては、第２棟のコンクリートセル、鉄セル等での燃料デブリ等の流れ

を想定し、安全側の結果となるよう、各場所において最大量の燃料デブリを同時に
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１６）。 

解析上、遮へい材の厚さは、施工時の公差を考慮した厚さとしている。 

地下１階については、直接線は土壌の遮へいにより敷地境界に到達しないが、散

乱線（建屋内の壁で反射され地上へ漏出する放射線）の影響を考慮するため、外壁

・土壌による影響を考慮した。なお、土壌については安全側の評価となるように、

散乱線をより反射しやすいコンクリートで模擬することでモデル化した。 

なお、２階には線源が存在しないためモデル化はしない。 

 

 

図１６ 第２棟の遮へいについて 

(東京電力資料「福島第一原子力発電所特定原子力施設の変更計画概要添付２福島第一原

子力発電所放射性物質研究施設第２棟の新設について(令和２年３月)」Ｐ.１９より引

用） 

 

エ 線量の影響度合い 

敷地境界における第２棟による追加的な実効線量を計算した結果、最大となる地

点では、約０．００４mSv(４μSv/年)となった(図１７)。 

現行の福島第一原子力発電所敷地境界のうち、第２棟以外の実効線量が最大とな

る地点（ｂｐ７１)における第２棟からの追加的な実効線量は約０．０００２mSv/年

(０．２μSv/年)である。これを合算した値（福島第一原子力発電所各施設からの実

効線量の合算値）は約０．８６mSv/年であり、１mSv/年を下回る。なお、第２棟か

らの実効線量が最大となる地点(ｂｐ６６)での合算値は約０．８４mSv/年である。 

敷地境界に影響を与える主な核種はＰ．２０の表８のとおりである。 
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図１７ 敷地境界線量の評価結果 

(東京電力資料「福島第一原子力発電所特定原子力施設の変更計画概要添付２福島第一原

子力発電所放射性物質研究施設第２棟の新設について(令和２年３月)」Ｐ.２１より引

用） 

 

オ 設計評価事故20等の評価 

使用許可基準規則第２２条における単一起因事象を想定し、安全機能喪失（閉じ

込め、遮へい、臨界防止が機能しない状況）による公衆被ばく線量が５mSv 以下で

あるかについて評価した。その結果、第２棟の安全機能喪失を想定し、機能喪失に

よる公衆への放射線影響と照らし合わせた場合、コンクリートセルからの公衆被ば

く線量評価は２．４mSv、建屋全体からの公衆被ばく線量評価は２．９mSv であり、

５mSv を超えない（表１０）（表１１）。 

さらに、使用許可基準規則の解釈に基づき、安全機能喪失時に公衆への被ばく影

響が５mSv を超える施設・設備であり、設計評価事故において、事故の防止・緩和

機能に期待しているものであって、それらの機能に期待しない場合の公衆への被ば

く影響５mSv を超える施設・設備を安全上重要な施設と選定して評価した結果、第

２棟の施設・設備において、閉じ込め機能及び遮へい機能喪失時に公衆被ばく線量

が５mSv を超える設備はない。なお、臨界安全上の観点から、臨界防止機能を有す

るコンクリートセル及び試料ピットは安全上重要な施設に選定する。 

 

 

 

 

 
20 設計評価事故：操作上の過失、機械若しくは装置の故障又は地震、火災、爆発その他の災害により発生する事故であ

って、公衆に放射性物質又は放射線による影響を及ぼすおそれがあるものとして安全設計上想定すべ

きもの。（出典：使用許可基準規則第１条第２項） 
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表１０ 安全機能喪失評価の条件及び結果 

 

（東京電力資料「放射性物質分析・研究施設第２棟の設置に係る実施計画変更認可申請

の状況(第４回一部補正に向けた状況)について（令和６年５月２９日）」Ｐ.３１より引

用) 

 

表１１ 地震による異常時の公衆被ばく線量 

 
(東京電力資料「放射性物質分析・研究施設第２棟の設置に係る実施計画変更認可申請の

状況(第４回一部補正に向けた状況)について（令和６年５月２９日）」Ｐ.３２より引用) 
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また、使用許可基準規則第２９条における多量の放射性物質等を放出する事故と

して、複数の起因事象を想定し、安全機能喪失による放射性物質の放出量がＣｓ－

１３７換算で１００TBq21を下回り、事故の拡大を防止するために必要な措置を講じ

ている。 

事故の評価条件としては、Ｓクラス相当の地震が発生し、コンクリートセル内で

火災が発生した状況を想定した。また、コンクリートセルの給排気弁が故障により

自動で閉止せず、さらに、多重化した給排気弁も故障により機能しないことを想定

した。評価結果については、Ｃｓ－１３７換算で８．４×１０－２TBq と評価され、

１００TBq を十分に下回り、事故の拡大を防止するために必要な措置を講じている

（表１２）。 

 

表１２ 多量の放射性物質等を放出する事故の評価結果 

 

（東京電力資料「放射性物質分析・研究施設第２棟の設置に係る実施計画変更認可申請

の状況（第４回一部補正に向けた状況)について（令和６年５月２９日）」Ｐ.４１より引

用） 

 

（６）その他の安全対策等 
ア 使用許可基準規則に準じた設計 

第２棟は、特定原子力施設に指定された福島第一原子力発電所に適用される「措

置を講ずべき事項」への準拠に加えて、核燃料物質を使用する施設に求められる使

用許可基準規則を考慮して設計している。 

 

イ 自然災害等への対策 

機器の単一の故障・誤作動、作業員の誤操作を想定した場合、これを放置した場

 
21 １００TBq：福島第一原子力発電所の事故により放出された放射性物質の放出量を参考にしており、周辺住民の長期

避難を防ぐために半減期の長いセシウム１３７による環境への汚染の影響を抑えることが出来ると評価

された値。 
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合に考えられる影響（異常事象）、これらへの対応を表１３、表１４に整理し、単

一事象の規模を１．１倍大きくした場合であっても、火災、臨界、閉じ込め機能喪

失等には至らない。 

外部火災に対しては、建屋内設備は建屋で防護し、屋外設備は消火活動により防

護する。消火活動が可能となるように、消防水利を「消防水利の基準」（平成２６

年１０月３１日消防庁告示第２９号）に基づき設置した。また、第２棟周囲の森林

から第２棟建屋までは２０ｍ以上確保する。 

台風など暴風時に係る建屋の設計は、建築基準法及び関係法令に基づく風圧力に

対して耐えられるようにした。なお、その風圧力は、建築基準法施行令第８７条第

２項に規定する福島県の基準風速より算出している。 

豪雨に対しては、構造設計上考慮することはないが、屋根面の排水等、適切な排

水を行う。 

積雪時に係る建屋の設計は、建築基準法及び関係法令、福島県建築基準法施行細

則第１９条に基づく積雪荷重に耐えられる。なお、その積雪荷重は、建築基準法施

行令第８６条第３項の規定により規則で定める大熊町の垂直積雪量を考慮してい

る。 
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表１３ 自然現象における高影響事象の想定結果 

 

（東京電力資料「放射性物質分析・研究施設第２棟の設置に係る実施計画変更認可申請

の状況（第４回一部補正に向けた状況)について（令和６年５月２９日）」Ｐ.３８、３９

より引用、改編） 
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表１４ 外部人為事象における高影響事象の想定結果 

 

（東京電力資料「放射性物質分析・研究施設第２棟の設置に係る実施計画変更認可申請

の状況（第４回一部補正に向けた状況)について（令和６年５月２９日）」Ｐ.３５より引

用） 

 

ウ 東京電力と JＡＥＡとの連携 

東京電力とＪＡＥＡは、密接に連携するために両者で覚書を交わし、また会議体

を定め定期的に協議を行いながら施設の整備を進めており、施設の運用開始後も同

様に定期的に協議を行いながら施設の運営を行う。第２棟は東京電力が「福島第一

原子力発電所特定原子力施設に係る実施計画」の変更認可申請の審査対応を行うと

ともに、特定原子力施設の一部として保安を統括し、ＪＡＥＡが設計・建設及び運

営を行う。また、この覚書の下、取決め書等の詳細を定め、これらで双方の責任を

明確化する。さらに、保安管理上の重要な事象が発生又は発生の可能性がある場合

は、両組織の役員による協議を行い、改善を図る。 
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４ 原子力規制委員会における審査の概要 
令和２年５月２０日、東京電力が、原子炉等規制法に基づき、第２棟の新設に係る「福

島第一原子力発電所 特定原子力施設に係る実施計画」の変更認可申請を原子力規制委

員会に提出し、令和２年６月３０日、令和３年１月８日、５月６日及び令和６年１２月

１１日に一部補正書を提出した。 

原子力規制委員会は令和６年１２月１８日に、「特定原子力施設への指定に際し東京

電力株式会社福島第一原子力発電所に対して求める措置を講ずべき事項について」（平

成２４年１１月７日原子力規制委員会決定、（以下、「措置を講ずべき事項」という。））

を満たし、核燃料物質若しくは核燃料物質によって汚染された物又は原子炉による災害

の防止上十分であると認めた。 

原子力規制委員会における審査の概要は以下のとおりであり、廃炉安全監視協議会

（令和６年度第４回）において、原子力規制庁から説明を受けた。 

 

【原子力規制委員会における審査概要】 

① 全体工程及びリスク評価 

② 放射性固体廃棄物の処理・保管・管理 

③ 放射性液体廃棄物の処理・保管・管理 

④ 放射性気体廃棄物の処理・管理 

⑤ 放射性物質の放出抑制等による敷地周辺の放射線防護等 

⑥ 作業者の被ばく線量の管理等 

⑦ 設計上の考慮 

⑧ 保安のために講ずべき事項 

⑨ 燃料デブリの取り出し・廃炉のために講ずべき事項（燃料デブリ等の組成、臨界

管理等） 

⑩ 第２棟の設計等の妥当性の確認 
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５ 技術検討会で確認した主な事項 
技術検討会で確認した主な事項は以下のとおり。 

 

（１）敷地境界線量について 
【確認のポイント】 

・敷地境界線量の評価手法は、十分な余裕を持った安全側の手法か。 

・上記の条件で計算した線量の影響度合いは、十分に低い値であるか。 

 

【確認結果】 

・敷地境界線量については、原子力規制委員会から認可を受けている特定原子力施設に

係る実施計画の申請に使用しているＭＣＮＰ計算コードを使用し、コンクリートセル、

鉄セル等での燃料デブリ等の流れを想定し、安全側の評価となるよう、各場所におい

て最大量の燃料デブリを同時に扱う条件で計算し、評価していることを確認した。 

・燃料デブリは、炉内構造物など様々な物質が含まれていると想定されるが、評価にお

いては、安全側となるよう燃料をベースとした線源としていることを確認した。 

・上記の条件で計算した敷地境界における追加的な実効線量は、最大地点で約０．００

４mSv/年であり、敷地境界における線量限度０．２５mSv/３月間と比べて十分低い値

であると評価していることを確認した。 

・敷地境界における実効線量（第２棟も含めた福島第一原子力発電所各施設からの実効

線量の合計値）は、約０．８６mSv/年であり、原子力規制委員会が設定している上限

値１mSv/年を下回ることを確認した。 

 以上のことから第２棟からの敷地境界における追加的な実効線量は十分低い値であ

り、敷地境界における実効線量についても上限値である１mSv/年を下回る計画であると

評価する。 

 

 

【技術検討会における主な質問】  

① 「形状を特定し難い線源については点線源とする保守的な条件で」との記載であ

るが、点線源として扱うことがなぜ保守的であるのか。 

② 線源位置では、点線源を最も境界に近い壁際に置かなかったのは何故か。 

保守的に評価するのであれば、位置を様々に変更して多方向の評価点それぞれに

対して高い結果を採用するのが、「保守的評価」と思われる。燃料をベースとした

放射線源の設定を行っているが、搬入が想定されている炉内構造物中に含有されて

いるＣｏ－６０を想定した線源の方が評価上厳しくなることはないか。 

③ 「土壌についてはコンクリートで模擬することでモデル化した」とあるが、その 

妥当性を説明してほしい。埋め戻し土などの土壌の場合、コンクリートよりも放射

線が通過しやすいのではないか。 

④ 気体廃棄物による線量影響を示すこと。 

⑤ 敷地境界ｂｐ６５、敷地境界ｂｐ６６の各線量と、敷地境界線量の積算値との関 
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係の詳細を説明すること。 

 

【東京電力からの回答】 

①  点線源とすることで燃料デブリ自体による放射線の減衰（自己遮へい）を考慮し

ないため。 

②  第２棟で取り扱われる燃料デブリが年間を通して頻繁に設備間を移動して任意

の位置にあること及び評価点が多方向にあることから、線源をそれぞれのセル及び

エリアにおいて壁際に設定すると、評価点の一方は高い結果となるが他の評価点で

は低い結果となるため代表的な位置として、セル又はエリアの中心に線源を設定し

ている。 

 取扱場所内で線源が移動するコンクリートセル、鉄セル及び分析室について、そ

れぞれの評価点に線源を最も近い位置とすることで、評価点における線量率は線源

を代表点に配置した場合に比べ高い値となるが、第２棟の全線源からの線量に対し

ては、線源位置の違いによる影響は低いものとなる（図１８）。 

なお、敷地境界の線量評価上、線源はその強度が最も高くなる核燃料物質のみで

構成され、また、保守点検等で分析を実施しない期間があるものの年間を通して同

じ場所に配置されている等、保守的な条件を設定しており、これらの条件により、

線源位置による敷地境界の実効線量に与える影響については、包含されるものと考

えている。 

 燃料をベースとした線源のほか、Ｃｏ－６０を想定した線源（被覆管及び炉心構

造物）を評価し、燃料をベースとした線源が最も厳しい評価となることを確認して

いる。 

 

 
図１８ 線源位置の移動による敷地境界線量への影響について 

(東京電力資料「第１回安全確保技術検討会意見・質問の照会結果と回答（放射性物質分

析・研究施設第２棟の新設）（令和２年７月１４日）」Ｐ.２０より引用) 
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③ 地下階の線源に対する考慮として、直接線については土で遮へいされることから

十分無視できるが、建屋のコンクリートによる散乱については考慮する必要があ

る。そのため、散乱して到達する放射線（散乱線）については、土壌を、より散乱

しやすいコンクリートに置き換えて評価している。 

④ 敷地境界での最大線量出現位置は第２棟から北東約４３０ｍにおいて約４．８５

×１０－４μSv／年、敷地外での最大線量出現位置は第２棟から北約４１０ｍにおい

て約６．１０×１０－４μSv／年 

⑤ 既認可の直接線・スカイシャイン線にＪＡＥＡ第２棟からの評価値を加え、さら

に液体廃棄物、気体廃棄物及び構内散水の寄与分約０．３１mSv/年を加え評価して

いる。 

【既認可の直接線・スカイシャイン線】 

・ｂｐ６５： １．３７×１０－１mSv/年 

・ｂｐ６６： ５．３３×１０－１mSv/年 

【第２棟からの評価値】(内訳は表１５のとおり) 

・ｂｐ６５： １．９４×１０－３mSv/年 

・ｂｐ６６： ３．４５×１０－３mSv/年 

 

表１５ ｂｐ６５、ｂｐ６６における実効線量の内訳(単位μSv/年) 

 鉄セル コンクリートセル 試料ピット 
グローブボックス

及びフード 
分析廃液受槽 固体廃棄物容器 合計 

bp65 0.37 0.17 0.79 0.23 0.10 0.28 1.94 

bp66 0.35 0.38 2.39 0.17 0.05 0.11 3.45 

 

（２）施設等からの放射性物質漏えい・拡散防止対策 
 【確認のポイント】 

・設備の放射性物質の閉じ込め機能等の安全対策は十分か。 

・施設から排出される放射性廃棄物（液体、気体）の漏えい・拡散対策は十分か。 

・放射性廃棄物の一時的な保管が安全かつ適切に行われるか。 

・非常用電源は、施設の安全性を維持するための容量を確保しているか。 

・火災対策は十分か。 

 

【確認結果】 

・コンクリートセル等の内部は常時負圧に維持され、また、ステンレスライニング等に

より放射性物質を閉じ込める構造とし、漏えい拡散を防止する仕様であること、また、

各種放射線モニタを設置し、放射性物質の漏えいがあった場合は検知する機能がある

ことを確認した。 

・安全機能喪失（放射性物質の閉じ込め、遮へい、臨界防止が機能しない状況）を想定

した場合でも、建屋全体からの公衆への被ばく線量は２．９mSv であり、使用許可基

準規則の解釈に定める５mSv を超えないことから、公衆に著しい放射線被ばくのリス
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クを与えることはないことを確認した。 

・液体廃棄物については、一時貯留する貯槽を堰内に設置する等、漏えい拡大を防止す

ること、また、万が一、貯槽内の廃液が全て漏えいした場合でも堰内に保持できるこ

と、漏えい検知器を設置し漏えいが検知できることを確認した。 

・気体廃棄物については、放射性物質の除去効率が９９．９７％の性能を持つ高性能フ

ィルタで放射性物質を除去後に排出する等により、「東京電力株式会社福島第一原子

力発電所原子炉施設の保安及び特定核燃料物質の防護に関して必要な事項を定める告

示」（平成２５年原子力規制委員会告示第３号）に定める濃度限度よりも十分低い濃

度になるまで放射性物質を除去することを確認した。 

・東日本大震災での福島第一原子力発電所のように、全電源喪失した場合においても、

燃料デブリ等の閉じ込めに必要な監視設備や換気空調設備などの機能維持のために、

７日分の非常用電源を確保していることを確認した。 

・給気排気系統の電源供給が出来ない場合でも、コンクリートセルやコンクリートセル

の給排気弁及びフィルタユニットが放射性物質を静的に閉じ込める設計としており、

閉じ込め機能は維持されることを確認した。 

・火災検知設備等により早期検知し、窒素ガス消火設備により初期消火する機能を有し

ていることを確認した。 

・建屋は法令に基づく耐火建築物であり、コンクリートセル等は可能な限り不燃性・難

燃性材を使うことを確認した。 

 以上のことから、本施設は、放射性物質の閉じ込め機能を有し、施設等からの放射性 

物質の漏えい・拡散を防止する計画であると評価する。 

 

 

 ア 燃料デブリについて 

 【技術検討会における主な質問】 

① 「燃料デブリ等」の「等」として記載された内容に対しての拡散防止策に遺漏はな

いか。 

② 燃料デブリの発熱によるデブリ自身の温度上昇についての具体的な記述がないが、

安全上考慮しなくても良い程度のものか。 

③ コンクリートセルで発生する粉体の発生量の想定がどのぐらいの安全裕度を持って 

いるか。 

 

【東京電力からの回答】 

① 燃料デブリ等の「等」には、「溶融した核燃料物質、残存燃料、炉内放射化物、溶 

融炉心コンクリート相互作用（ＭＣＣＩ）生成物、炉内構造材と金属の混合物、汚染

された高線量廃棄物」が含まれる。コンクリートセル、鉄セル、グローブボックスは

換気空調設備により、その内部を負圧にすることで拡散防止を図り、フードについて

は、外からフード内に空気の流れを作るように開口部に一定の風速を設けることで拡

散防止を図る。 
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② 燃料デブリの発熱については、照明等と同様に機器発熱量として考慮しており、こ 

れらを十分に除熱するために必要な能力を換気空調設備にもたせる。なお、照明につ

いては、定格容量１００Ｗが全て熱に変換されるものと設計しており、これに対して

燃料デブリの発熱量は最大でも照明４基分程度と見込んでいる。 

③ 粉体発生量については所定量のデブリを持ってきて、想定される最大量に切断し粉 

体化した場合を想定する。実際のところはそこまで切断することもなく、さらに切断

したものは全て粉体化することも想定し難い。さらに、操作時にはコンクリートセル

内に簡易的に飛散しないよう、例えば囲いを入れてその中で実施するといった措置も

行う。 

 

イ 閉じ込め機能について 

【技術検討会における主な質問】 

① ステンレスライニング等により放射性物質を閉じ込めるとしているが、ステンレ

スでセル内部をライニングするのは、コンクリートセル内部の除染のしやすさの観

点であり、閉じ込めを期待しているわけではないのではないか。 

② 実施計画変更認可申請書によると、コンクリートセルライニング、鉄セルインナ

ーボックス及びグローブボックス主要材料の材質はＳＵＳ３０４とのことである

が、これらの設備では酸やアルカリを使用する溶解、分解、試料調整などは行わな

いのか。 

③ 溶解、分解、試料調整を行うドラフトチャンバーやフードの材質の耐食性につい

て、どのような配慮をしているのか。 

④ 「第２棟の建屋の構造強度及び耐震性に関する検討」で、地下水位が高い場合の

構造物外部からの揚圧力（浮力）を考慮しているか。その場合の構造物の変形や亀

裂の発生などを評価しているか。 

⑤ 電源喪失時に給気排気系統に電源を供給する非常用発電機が耐震クラスＣとなっ

ているが、大きい地震が発生したときに、非常用発電機として機能できるのか説明

すること。 

 

【東京電力からの回答】 

① 掃除のしやすさも考慮しているが、放射性物質の閉じ込めの観点でセル内の負圧

を維持するため気密保持が必要であり、そのために溶接構造のステンレスライニン

グをセル内に施工する。その他、セル間の扉等の気密を考慮した構造とし、換気空

調設備により負圧を維持する。 

② コンクリートセル、鉄セル、グローブボックスでは酸やアルカリ試薬を使用した

前処理を実施する。対策として、運用において試薬はバット上で少量取扱うととも

に、試薬を加熱する場合には簡易フードや排ガス中和装置等を使用することで腐食

の影響を極力低減する設計とする。バット、簡易フード等には、ＳＵＳ３１６・塩

化ビニル等の耐腐食性を考慮した材料を使用する。なお、腐食性の高い試薬として

塩酸を使用（常温、加熱時）した場合のＳＵＳ３０４への影響を評価した結果、腐
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食速度は極微量（１×１０－３㎜/年）であり、構造強度への影響がないことを確認し

た。 

③ ドラフトチャンバーでは、加熱操作を行わないので、腐食性のガスを積極的に発

生させないことから、主要部分はＳＵＳ３０４にて構成する。フードでも、溶解等

の作業は行わないので、主要部分はＳＵＳ３０４にて構成する。 

④ 建屋基礎底よりも地下水位は高いことから浮力を考慮して耐震性に関する検討を

行う。地下水による揚圧力を受ける部位については裕度を持たせた厚さを確保する

ことで有意となる変形や亀裂は発生しないことを評価し、接地圧の検討において、

浮力は考慮せず保守側な評価を行った。 

⑤ 大きな地震が発生した場合は、コンクリートセルやコンクリートセルの給排気弁、

フィルタユニットなどを耐震クラスＳや耐震クラスＢ＋としているので、給気排気

系統への電源供給が出来ない場合でも、静的な閉じ込めが出来るように設計してい

る。 

 

  ウ 廃棄物について 

【技術検討会における主な質問】 

① 燃料デブリ等の分析に伴い発生する放射性廃棄物は、すべて、東京電力に払い出

すとのことであるが、それぞれ、福島第一原子力発電所の放射性廃棄物保管施設の

どこに移送することになるのか。 

② 固体廃棄物化する廃液の放射能濃度、乾固処理等の方法及び乾固処理等の際の放

射性物質拡散防止対策について説明すること。 

③ 液体廃棄物の一時貯留施設で材料の選定に関し、分析施設の発生廃液の性状（分

析に係り使用する薬剤等）と併せて説明すること。 

④ 分析廃液を一時的保管する期間はどの程度か説明すること。 

⑤ 液体廃棄物をタンクローリーで搬出する際に漏えいが発生した場合を踏まえて質

問するが、第２棟における雨水の側溝はどの排水路に接続しているのか。 

⑥ 第２棟における雨水排出は、Ｂ排水路に接続して排水するとのことだが、Ｂ排水

路は海洋排水前にＣ排水路と合流しＢＣ排水路となるため、Ｂ排水路もモニタリン

グしなければ、万が一放射性物質が流出した際に原因がＢ排水路なのかＣ排水路な

のか分からなくならないか。 

⑦ 気体廃棄物の放射性物質除去に係るフィルタの仕様について説明すること。 

⑧ ＨＥＰＡフィルタについて、令和３年８月２４日にＡＬＰＳで破損のあった排気

フィルタと同様のものか。同様であるとすれば採用することに問題はないか。 

⑨ 使用済みのＨＥＰＡフィルタの処理方法を説明すること。 

⑩ 第２棟から搬出される分析残試料、高線量固体廃棄物及び低線量固体廃棄物の第

２棟内での一時保管の方法、搬出容器及び搬出の主体について説明すること。 

⑪ 気体廃棄物による敷地境界及び最大濃度地点での線量評価を実施しているのか、

実施しているのであれば評価結果を説明すること。 
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ンプリングを行い、その性状をＪＡＥＡと東京電力が互いに確認する計画である。 

⑤ 第２棟とタンクローリーのホースとの接続は、建屋内ローディングドックの金属

製のボックスで行い、万一、接続部で漏えいが生じた場合は、ボックス内の受皿で

回収する。さらにドレンパンの容量を超えたとしても、ローディングドックに排水

溝を設置しており、本排水溝からの排水は建屋内の放射性の液体廃棄物を一時的に

貯留する受槽（設備管理廃液受槽）で受ける設計である。したがって、漏えいが生

じても建屋外に流出しない。第２棟における雨水排水は、Ｂ排水路に接続して排水

する。当該排水路は東京電力が既に海洋放出部にゲートを設け、放射線モニタによ

り監視する。 

⑥ Ｂ排水路にはＰＳＦ（プラスチックシンチレーションファイバー）と呼ばれる簡

易放射線検知器を設置しており、万が一ＢＣ排水路の放射性物質が上昇した場合

に、Ｂ排水路側からの流れ込みなのか、あるいはＣ排水路側からの流れ込みなのか

を確認可能である。 

⑦ ＪＡＥＡの核燃料使用施設等において、空気中の放射性物質を除去するために広

く使用されている除去効率９９．９７％（ＤＯＰ粒径０．１５μm）を持つ高性能エ

アフィルタ（ＨＥＰＡフィルタ）を使用する。 

⑧ 第２棟における排気設備のＨＥＰＡフィルタは、ＨＩＣ排気フィルタと同様の仕

様。フィルタ差圧を監視し、異常を確認後速やかにフィルタの交換をすることで施

設外に放射性物質が漏れないよう管理する。なお、差圧計の他、ダスト放射能モニ

タで排気中の放射性物質濃度についても監視する。 

⑨ セル・グローブボックス用排気フィルタユニット等で使用されるＨＥＰＡフィル

タは、排気フィルタユニットより専用の塩化ビニルの袋（ＰＶＣバッグ）にて密封

した状態で取出し、固体廃棄払出準備室の金属製容器に一時的に保管する。その後、

金属製容器のまま東京電力へ搬出する。 

⑩ 高線量固体廃棄物や分析残試料は、容器に収納後にコンクリートセル、試料ピッ

トにて一時的に保管する。搬出は燃料デブリ等を移送する輸送容器等を利用して東

京電力施設へ払出す。第２棟内において輸送容器への収納、輸送容器を移送用のト

ラックに積み込むまでＪＡＥＡ主体で実施する。その後の移送は東京電力が主体と

なる。 

 低線量固体廃棄物は、容器に収納後に固体廃棄物払出準備室の金属製容器に一時

的に保管する。搬出は金属製容器のまま固体廃棄物貯蔵庫へ払出す。第２棟内にお

いて金属製容器を移送用のトラックに積み込むまでＪＡＥＡ主体で実施する。その

後の移送は東京電力が主体となる。 

⑪ 第２棟の気体廃棄物による敷地境界及び最大濃度地点での線量評価を実施してお

り、以下にその結果を示す。なお、評価を実施した気体廃棄物とは、コンクリート

セルや鉄セル等の設備から発生する排気を、高性能フィルタにより放射性物質を十

分に低い濃度になるまで除去し、排気口から放出したものである。 

 ・放射性雲(放射性プルーム)からの γ 線による実効線量：１．４×１０－３μSv/年

（第２棟から一番近い敷地境界、北北西約１３０ｍ地点で最大） 

・地表に沈着した放射性物質からのγ線による実効線量：３．６×１０－４μSv/年
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（第２棟から北約４００ｍ地点で最大） 

・吸入摂取による実効線量：１．２×１０－２μSv/年（第２棟から北約４００ｍ地点

で最大） 

なお、上述３つの評価地点が異なり、同一の人物が各被ばく経路の最大地点に同

時に存在することはないが、保守的に合計したとしても実効線量は １．４×１０－

２μSv/年となり、直接線による第２棟敷地境界の最大線量約４μSv/年より十分低

い値となる。 

 

  エ 異常時の対応について 

【技術検討会における主な質問】 

① （事故時）想定事象（火災、爆発、浸水）においても、閉じ込め機能が維持でき

るのか、事故時の安全設計、線量評価を示すこと。 

② 建物やセルは『可能な限り』不燃性、難燃性の材料で構築するとあるが、不燃化、

難燃化ができない部位は具体的にどのような部分か。また、それらの場所の火災防

護対策はどうするのか。 

③ 防火ダンパは設置しないのか。窒素消火設備を作動させるときは、セルのダンパ

を自動若しくは手動で閉止するのか。 

④ セルやグローブボックスに火災検知器を設置せずに温度計を設置する計画のよう

であるが、火災の早期検知の観点から性能が劣ることはないか。 

⑤ セル内で火災が発生した場合の不活性ガスによる消火の成立性を、可燃物の種類

や数量、火災発生時の排風機による風量を示した上で、説明すること。 

⑥ 放射能封じ込めに関する空調設備の詳細を提示すること。空調出口でのサンプリ

ング頻度と異常事象の想定発生頻度との関連・ダンパ構成など詳細、施設のスタッ

クの詳細についても併せて示すこと。 

⑦ 燃料デブリ等を取り扱うセル、グローブボックス等は内部を負圧に維持し、放射

性物質を閉じ込める構造とするとしているが、負圧の維持、監視する設備、空調設

備等の電源喪失や設備故障時の閉じ込め機能維持のための対策について説明のこ

と。また、放射性物質の漏えいがあった場合の検知する機能と対応処置について説

明すること。 

⑧ 放射線管理設備のモニタ類・監視盤の耐震クラスがＣとなっているが、クラスＢ

ではなくクラスＣでもよい妥当性を説明すること。 

⑨ 液体廃棄物貯蔵設備について地震時のスロッシングや発生する可能性のある亀裂

からの漏えいを考慮しているか。床面や堰の亀裂に対する対策は塗装だけで十分

か。 

⑩ 先般内閣府が公表した発生が切迫しているとしている日本海溝・千島海溝沿いの

地震に耐えるように第２棟の建物・主要設備は設計すること。 

⑪ Ｂクラス地震が発生して電源喪失した場合にセル等直近の給排気弁を閉止して閉

じ込め機能を維持するとしており、その際に給排気弁は手動で操作するとしている

が、弁へアクセスして手動操作が可能なことを弁の配置や操作方法を含めて具体的
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に説明すること。 

⑫ Ｂクラス地震による電源喪失と火災が同時に発生した場合に、窒素ガスによる消

火設備は用いずセル等内に設置した粉末消火剤、屋内消火栓設備又は消火器を使用

するとしているが、これらを使用した消火活動の仕方について説明すること。 

⑬ 緊急事態が発生した場合の対応について、監視員が放送設備等により避難指示を

行い、監視員が東電へ通報するとしているが、具体的にその役割及び作業内容を説

明すること。 

 

【東京電力からの回答】 

①  火災・爆発の発生を防止するため、閉じ込め機能の維持に必要な設備は、可能

な限り不燃性材料又は難燃性材料を使用する設計である。万が一に発生した場合

においても、その拡大防止、影響を軽減するため、燃料デブリ等を収納する設備

は耐火性の構造とし、火災検知及び不活性ガス消火設備を設置する。 

 浸水については、燃料デブリ等を取り扱うセル・グローブボックス・フードで

は、少量の試薬以外に液体を使用しないことから、セル等が浸水する恐れはない。 

②  不燃・難燃化出来ないものとして、セル内に導入する分析・試験装置の計装ケ

ーブル、建屋内のスイッチ等については不燃性材料又は難燃性材料ではないもの

を一部使用する。火災防護対策として、計装ケーブルを難燃性材料の管により保

護し、スイッチ等は十分に間隔を取った配置とする等、今後検討する。 

 なお、建屋内には消防法に基づき火災検知器及び消火設備を設置し、セル内に

は自主的に温度計及び窒素ガス消火設備を設置することで、火災の検知、消火に

対応できる設計である。 

③  防火ダンパではなく給気側に閉止ダンパ（弁）を設置する。消火設備起動時に

給気側のダンパが自動で閉止し、窒素ガスによる窒息消火を行う。なお、排気側

はセル・グローブボックスの負圧維持のため開の状態となる。窒素消火設備を作

動させるときには、ガス圧により給気側の閉止ダンパが自動で閉止する。 

 防火ダンパを設置しない理由は、高性能エアフィルタは不燃性又は難燃性材料

を使用し、地下１階に配置され、セル等からの距離があることから延焼の恐れは

ないためである。 

④  火災検知器は、粉塵、蒸気等による誤検知の恐れ及びセル最高使用温度(６０

℃)の観点から温度検知式とした。 

⑤  セル等の分析・試験で一度に使用する可燃物は、紙ウエス１０枚程度及びポリ

ビン等５個程度を想定している。セル等で火災が発生した場合、給気弁を自動で

閉止（酸素を遮断）し、負圧維持のためセル等に必要な排気量で排気を継続した

状態で窒素ガスをセル等内に導入する。窒素ガスは、排気継続に伴う流出分を考

慮して消火に必要な十分な量をセル等内に導入するため、火災を消火することが

可能。さらに、消火に必要な窒素ガス濃度を一定時間維持するために必要な量の

窒素ガスをセル等内に導入し、再着火防止を考慮した設計とする。 

⑥  異常事象を検知するために、第２棟の排気口出口からサンプリングし、測定を
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行う。セル・排風機の下流、高性能エアフィルタの前もしくは後ろにダンパを設

けている。上流設備で排気中の放射能濃度を放出可能なレベルまで低減するの

で、スタック(排気口)に封じ込めの機能はない。 

⑦  第２棟の負圧維持機能を有する動的機器（排風機等）は、複数台設置する。負

圧維持機能を有する動的機器が故障した場合でも、待機している機器が起動する

ことにより負圧を維持できる。 

 第２棟の電源は、新福島変電所から福島第一原子力発電所 南側６６kV 開閉所

に２系統供給されるとともに、東北電力富岡変電所からも給電できる構成となっ

ていることから、全体として信頼性が確保する（図２０）。 

自主的に設置する非常用発電機では、セル･グローブボックス排風機及び放射

線監視等の限定した負荷にのみ給電し稼働時間は７日間程度を想定した設計で

ある。 

 万一、全電源喪失又は複数台機器故障が生じた場合においても、給気・排気系

統には放射性物質を捕集する高機能フィルタを設けていることから、閉じ込め機

能は維持される。放射性物質の漏えいについては、第２棟の排気口において排気

中の放射性物質濃度を試料放射能測定装置により確認する設計である。また、管

理区域内の放射性物質濃度等をダストモニタ及びエリアモニタにより確認する

設計である。 

 

図２０ 福島第一原子力発電所から第２棟への給電体制 

(東京電力資料「第１回安全確保技術検討会意見・質問の照会結果と回答（放射性物質分

析・研究施設第２棟の新設）（令和２年７月１４日）」P.３７より引用) 

 

⑧  地震発生により放射線管理設備が破損・故障した場合には、可搬式の測定器を

設置してモニタしながら排気することを想定している。なお、第２棟の排気口か

らの放射性気体廃棄物による平常時の敷地境界外における実効線量（放射性雲か
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らのガンマ線による外部被ばく、地表に沈着した放射性物質による外部被ばく、

吸入摂取による内部被ばく）は、約４×１０-4μSv/年で、直接線・スカイシャイ

ン線の線量（第２棟からの最大値で約４μSv/年）に比べても、その影響は小さ

く、放射性気体廃棄物の放出に伴う、敷地境界外への影響は十分に小さいと評価

している。 

⑨  液体廃棄物の漏えいを考慮し、早期発見のため漏えい検知器などの各種検知器

を設置する。床面や堰のコンクリート部材について地震時に生じる亀裂は微少で

あり、また、この亀裂に追従できるエポキシ塗装を施すことによって漏えい防止

の対策を講じる。 

⑩  「内閣府「日本海溝・千島海溝沿いの巨大地震モデルの検討について（概要報

告）」（令和２年４月２１日）」で示された地震については、公表された地震の

震源域が発電所敷地から十分に遠方に位置しており、また、震度が５弱未満であ

ることから、第２棟の耐震安全性に影響はない。 

 第２棟建屋の耐震設計は、Ｂ＋クラスの建物としての評価を実施している。こ

の評価において、水平地震力を建築基準法に基づく地震層せん断力係数に、耐震

重要度分類に応じた係数（Ｂクラス＝１．５）による割増を行った上で、構造部

材への作用応力が許容応力以下であることを確認している。 

 また、震度６強～７に達する程度の地震に対して耐震安全性を検証する保有水

平耐力計算により、必要とする保有水平耐力に対して十分な耐震性が確保（３倍

以上）されていることを確認した。 

 第２棟の主要設備の耐震設計についても、建屋と同様に耐震設計審査指針に基

づきＢクラス設備に対する水平地震力は建屋の地震層せん断力係数の値を２０

％増しとした水平震度より求まる地震力（最小水平震度＝０．３６）で評価を実

施し、評価対象部位の発生応力が許容応力以下であることを確認した。また、同

評価では、各設備とも十分な耐震裕度（１．５倍以上）を有していることから、

震度５弱程度が予想される地震に対しても十分耐震性が確保されていると判断

した。 

⑪  コンクリートセルの給排気弁は、停電時に自動で閉止する空気駆動弁を使用す

る。鉄セル、グローブボックスの給排気弁については手動にて閉止する。 

 給排気弁は、分析室１階天井側の歩廊（鉄セル、グローブボックス上部）に設

置する設計としており、歩廊に設置する梯子で弁へアクセスする。また、弁の操

作方法については、今後設計を詰めていく段階で決めていく予定だが、レバーや

ハンドル等容易に操作できる構造の弁の設置を考えている。 

⑫  コンクリートセル、鉄セルではマニピュレータを用い、グローブボックスでは

作業員がグローブ越しに直接粉末消火剤をかけることで消火を行う。屋内消火栓

設備又は消火器による消火活動では、セル等内に直接放出することで消火を行う

ことを想定している。 

⑬  監視員とは、作業員の内第２棟２階の制御室で、換気空調設備、受変電設備、

火災受信機、ＩＴＶ設備等の巡視・点検・運転監視を行うとともに、自然現象発

生による被災や設備機器等にて異常が発生した際の初期対応を行う者である。監
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視員は、５名程度の配置を検討している。 

 

（３）施設の構造と耐震評価 
【確認のポイント】 

・施設の耐震性能は十分か。 

・施設を建設する地盤に問題がないことを確認しているか。 

 

【確認結果】 

・第２棟の各施設は、令和３年２月及び令和４年３月に発生した福島県沖の地震を受け

て改訂された耐震クラスの分類に基づき、燃料デブリを扱うコンクリートセルと試料

ピットはＳクラスに（従来はＢクラス）、建屋や鉄セル等はＢ＋クラスに（従来はＢク

ラス）、その他の施設についてはＣクラス（従来はＣクラス）であることを確認した。 

・Ｓクラスであるコンクリートセルと試料ピット及びＢ＋クラスである建屋について、

モデル計算による耐震評価を実施し、想定される最大の地震に対してひずみ量が許容

値以下となり弾性範囲に留まることから、コンクリートセルと試料ピットはＳクラス

相当の耐震性を、建屋はＢ＋クラス相当の耐震性を有することを確認した。 

・ボーリングによる地質調査を実施しており、常時及び地震時に地盤に生じる最大接地

圧が許容応力以下であることを確認した。 

以上のことから、本施設は、新しい耐震クラス分類に基づく耐震性能を十分有してい

ると評価する。 

 

 

【技術検討会における主な質問】 

① 事前にボーリング調査等でどの程度地盤状況を把握しているのか。 

② 第２棟設置予定地は、かつて塩田が東側にあったところかと思われるが、その影

響は地下に残っていないのか（地下水の水質、塩分など；山留や構造物の腐蝕等の

問題はないか） 

 地下水に対して具体的に建屋へどのような防水を施すのか。  

③ 第２棟設置予定地の西側には、かつてため池があったと思われるが、その影響（地

下水位が浅いなど）はないのか。 

④ ＧＬ-約１６ｍまで掘削すると、地下水面下まで掘削することになり、排水対策が

必要になると考えられるが、具体的にどうするのか。  

⑤ 「基礎は直接基礎で、人工岩盤を介して富岡層（大年寺層）に支持させる」とあ

るが、「富岡層（大年寺層）」には砂岩や泥岩、さらには未固結の砂層などがある。

建設予定地でのボーリング調査結果の詳細を示すとともに、各種試験結果および地

下地質断面図を示すこと。 

 

【東京電力からの回答】 

① ボーリングの実施箇所は、建屋位置において５カ所（深さ約２５０ｍ×１カ所（Ｎ
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ｏ．１）、深さ約１９～２１ｍ×４カ所(Ｎｏ．６～９)）、建屋周囲に４カ所（深さ

約９０ｍ×４カ所(Ｎｏ．２～５)）の計９カ所。また地下水を観測するため、Ｎｏ．

１１、１３では地下水位計を設置（図２１）。 

地質調査により原位置試験及び室内試験等を実施することで地盤を評価してい

る。これらにより第２棟を設置する地層と東京電力が評価している福島第一原子力

発電所敷地の地層の構成とが整合していることを確認した。 

 

 
図２１ 地盤調査位置図 

（東京電力資料「第１回安全確保技術検討会意見・質問の照会結果と回答（放射性物質

分析・研究施設第２棟の新設）（令和２年７月１４日）」Ｐ.３９より引用） 

 

② 第２棟は福島第一における地下水の上流側に位置すること等を踏まえると、福島 

第一の敷地にあったとされる塩田の影響は考えにくい。なお、地下水については地

下水位の確認を行うとともに、地下水が建屋躯体に影響を与えないよう、地下外壁

面にゴムアスファルト系防水を、基礎底面（基礎とＭＭＲとの境界面）にケイ酸質

系塗布防水を施すとともに基礎部のコンクリートに躯体改質防水材を混合する設

計である。 

③ 現在も建設予定地の西側にため池は存在しているため、地下水位についてはボー 

リング調査等にて確認し、当該調査等の結果も踏まえ、建屋設計に反映している。 

④ 第２棟建屋工事においては、建屋周囲に山留を設置してから掘削工事等を行う。 

この山留にはＳＭＷ22工法を採用することとしている。ＳＭＷは遮水性に優れた工

法であり、この壁体を難透水層の富岡層（大年寺層）まで根入れすることから周辺

地下水位の影響低減が図られていると考えている。 

 
22 ＳＭＷ：土（Soil）とセメントスラリーを原位置で混合・攪拌（Mixing)し、地中に造成する壁体（Wall)。 
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⑤ 標準貫入試験23結果から、概ねＴ.Ｐ.＋２４ｍ以深でＮ値５０以上が連続するこ

とを確認し、建屋の支持層とした（図２２）。 

 

 

図２２ 第２棟ボーリング試験結果 

（東京電力資料「第１回安全確保技術検討会意見・質問の照会結果と回答（放射性物質

分析・研究施設第２棟の新設）（令和２年７月１４日）」Ｐ.４０より引用） 

 

（４）放射線防護管理及び作業員の被ばく低減対策 
【確認のポイント】 

・被ばく線量管理は十分になされているか。 

・作業員の被ばく低減対策は、合理的に達成可能な範囲でできるだけ被ばくを少なくす

ることを目的になされているか。 

 

【確認結果】 

・コンクリートの壁や天井による遮へい、放射線の計測機器の設置、放射性物質の漏え

い防止対策、換気等の放射線防護上の措置を講じることを確認した。 

・作業を行う際には空間線量を測定し、その線量結果に基づき作業計画書を作成し、遵

守することを確認した。 

・放射線作業の内容に応じて、防護装備（鉛エプロン、マスク等）を着用し、ＡＰＤ、

 
23 標準貫入試験：ハンマー等により地盤にコア採取用の杭を打ち、土の締まり具合や強度、土層構造等を調査する試 

験。Ｎ値は一定の力で杭を 30cm 打ち込むのに必要な回数であり、50 が安定した地盤と判断する目安 

となる。 
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個人線量計による全身被ばく管理に加え、グローブボックス等の作業においては、リ

ングバッジによる手部被ばく管理も行うことを確認した。 

・輸送容器の表面線量を測定し、必要に応じて追加対策を行うことで作業員の被ばく低

減対策を講じることを確認した。 

・輸送容器からの試料取り出しは遠隔装置（マニピュレータ）を使うこと、また、作業

時間を制限することで線量限度を遵守することを確認した 

以上のことから、本施設は、被ばく線量の管理が十分に実施され、作業員の被ばく低

減対策がとられていると評価する。 

 

 

 【技術検討会における主な質問】 

① エリアごとに作業時間等に応じた遮へい設計区分は行わないのか。 

② 「作業員の被ばく線量の低減対策」としては、エリアごとに作業員の立ち入り時

間を基に遮へい設計区分を行い、その区分の線量を満足できるような遮へいを施す

ことが普通である。「作業時間の制限等を実施する」としているが、管理が煩雑と

なり、実用的ではないと考える。 

③ 分析試料の前処理を行う設備（フード、ドラフトチャンバー）や分析廃液の一時

貯留設備（廃液受槽、ポンプ、配管類）は、破損によって放射性物質が飛散し、従事

者に過大な放射線被ばくを与える可能性があるので、Ｂクラスで設計すべきではな

いか。 

④ 輸送容器からの燃料デブリ等分析試料の取出しの要領・手順、被ばく低減対策、

放射性物質の閉じ込め機能維持等安全上の考慮について説明すること。 

⑤ 試料の輸送容器をＢ型輸送物『なみ』とする理由は何か。容器の内部構造はどの

ようなものか。また、試料の装荷、取り出し等に係る作業手順はどのようなものか。 

⑥ 最長何年程度、デブリ試料が第２棟の試料ピット内に保管されるのか。ＪＡＥＡ

大洗研究所で発生した、長期間封入してあったプルトニウム試料を取り出す際に内

圧のため袋が破け、吸入してしまった汚染事故の例もあったので念の為確認したい。 

⑦ また、本当に作業員はハンドリングをしないで内部被ばくすることはないのかと

いうことを含めて構造上の観点から確認したいのだが、コンクリートセルと鉄セル

は連通しているのか。 

⑧ 除染などを行うためのシャワールームや緊急輸送のルートなどは確保されている

のか。 

⑨ 仮に臨界が発生した場合の作業者への防護対策（遮へい等）はどのようになって

いるのか。 

⑩ 第２棟で発生する汚染事故等の除染対応及び負傷者発生時の対応について、シャ

ワールームの設置や負傷者を東京電力救急医療室へ搬送することとしているが、そ

の後どのように対応するか検討されているか。 

⑪ グローブボックスとフードで取り扱う燃料デブリは重量制限されるが、取り扱う

量が少なくても、線量によりフードにおいて取り扱えないような場合はないか。 
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【東京電力からの回答】 

①  遮へい設計においては、通常運用時に人が常時勤務し、又は頻繁に出入する第 

２棟内の場所における外部放射線に係る設計基準線量率をエリアごとに設定し、

本線量率を担保した遮へい厚となる設計としている。 

②  第２棟のすべてのエリアに対して作業時間の制限等を実施する訳ではない。エ 

リアごとの作業内容に応じて定める線量率区分を満足するよう十分な遮へいを

施すが、遮へいを施すことが難しいグローブボックスやフード表面では線量率が

高くなることから、作業を行う際には、空間線量率を測定し、この結果に基づく

作業計画（放射線防護装備、作業時間等）を立案して、作業者の被ばく線量を管

理する。 

③ ドラフトチャンバーは試薬の調整を行う場所であり放射性物質を取り扱わな

い。また、フードは分析試料等を内包しているが、取扱量が微量である。 

 放射能濃度の高い液体廃棄物については固形化するため、液体廃棄物一時貯留

設備では取り扱わない。 

 以上より、「東京電力福島第一原子力発電所における耐震クラス分類と地震動

の適用の考え方の改訂について」に基づき、公衆及び従業員に過大な放射線被ば

くを与える可能性のある施設以外のものと考えており、Ｃクラスと設定してい

る。 

④ 輸送容器（サイドローディングキャスク、トップローディングキャスク）へ燃 

料デブリを収納する際は、専用の容器または塩化ビニル製のビニール袋で密封し

た金属容器にて放射性物質を閉じ込めた状態で運搬する。そのため、輸送容器の

表面には汚染が無い状態で運搬される。輸送容器は輸送前及び施設に搬入後に表

面線量を測定し、輸送前の線量にて運搬計画を立て、搬入した際の線量測定で計

画時の線量と相違ないことを確認後、作業を実施する。また、運搬計画にて被ば

く線量が多くなることが想定される場合は、作業距離、時短、補助遮へい体によ

る遮へい等の対策を講じる。 

⑤ 試料の福島第一原子力発電所他施設と第２棟間の輸送について、法令上は「工

場又は事業所において行われる運搬」に該当し、「Ｂ型輸送」そのものには該当

しないが、輸送物の内容を考慮して、Ｂ型輸送に用いられる容器相当を用いるこ

ととしている。 

 輸送容器は、厚さ数１０cm 以上の遮へい体で構成された容器本体内に、燃料デ

ブリ等が入った容器を密封した専用容器が収納できる構造になっている。 

 第２棟における輸送容器からの試料取出しは、輸送容器をクレーンを用いてコ

ンクリートセルに接続し、マニピュレータ等を用いた遠隔操作にてセル内に搬入

する。輸送容器への収納は、搬入の逆手順にて行う。 

⑥ デブリ試料を一時的に保管する期間は数年程度と想定しているが、最長期間は

分析の状況等を踏まえた上で今後決定する。 

 デブリ試料を試料ピットに一時的に保管する際は、ＪＡＥＡ大洗研究所での汚

染事象のように樹脂製の袋に密閉することはなく、気密性のある金属製の容器に

収納する。また、試料ピットは人の立ち入らないエリアに設置することから、作
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業員が内部被ばくしたＪＡＥＡ大洗研究所と同様の事象は発生しないと考えて

いる。なお、容器は閉じ込め機能を有するエリアで取り扱うため、気密性は問題

とはならない。 

⑦ また、コンクリートセルと鉄セルは連通しており、遮へいのないところで燃料

デブリ等を取り出し、受け渡すということはない。 

⑧ 第２棟２階汚染検査室に除染のためのシャワールームを設置する。 

また、負傷者については東京電力救急医療室へ搬送することとしており、搬送

ルートも確保する。 

⑨ 万一臨界が発生した場合には、施設内の放射線モニタにより、臨界に伴う線量 

率の上昇を検知し、警報を発報させることで作業員が臨界を把握することが可

能。この他、臨界が発生した場の対応として、建屋外への避難方法、関係箇所へ

の通報連絡体制、放射線状況の確認方法、中性子吸収材の準備の要否等について、

今後検討する。 

⑩ 万一、第２棟で負傷者が発生した場合は、第一に東京電力救急医療室（ＥＲ）

へ搬送する。負傷者に身体汚染があった場合は、東電ＥＲへ搬送する前に、シャ

ワールーム等にて可能な限り身体除染を行う。また、内部取り込みの可能性があ

れば、福島第一原子力発電所に設置される内部被ばく測定装置（ホールボディカ

ウンタ）によって取り込み量を測定・計算し、東電ＥＲでの受診、必要に応じて

高次医療機関等への搬送を行う。 

⑪ フードでの燃料デブリ取り扱いを想定した事前評価を実施し、フード前面の線

量率が最も厳しい条件（分析室で取り扱える燃料デブリの上限量が全てフードに

存在するとした場合）であっても、作業員が大きな被ばくを受けないことを確認

した。実際の取り扱いでは、線量や線量率を適切に管理しながら燃料デブリを取

り扱う。 

 

（５）その他の安全対策等 
【確認のポイント】 

・使用許可基準規則に準拠した施設となっているか。 

・臨界解析の条件は、異常時も考慮し、技術的に想定される最も厳しい条件になって

いるか。また、その解析結果は、臨界が発生しない結果となっているか。 

・臨界発生時の対策は十分か。 

・緊急時を含めて、東京電力とＪＡＥＡが一体となり取り組む体制となっているか。 

・緊急時の通報、連絡体制が適切に取られているか。 

・想定される自然災害に対する備えは十分か。 

・テロ対策や、サイバーセキュリティ対策が適切になされているか。 

 

【確認結果】 

・閉じ込め機能、遮へい、臨界防止など、使用許可基準規則の要求事項に準拠した計

画であることを確認した。 
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・燃料デブリの組成を福島第一原子力発電所３号機に装荷された未照射のＭＯＸ燃料

と仮定し、コンクリートセルにおける臨界解析を行った結果、最も臨界性が高い「非

均質：不均一の解析モデル」においても、コンクリートセル内で扱う燃料デブリの

量では、誤操作（二重装荷）が発生したとしても臨界にならないことを確認した。

試料ピットについても、「非均質：不均一の解析モデル」等の条件の下で評価した

結果、中性子実効増倍率は０．９２（未臨界の判断基準：０．９５以下）となり、

未臨界が維持されることを確認した。なお、中性子実効増倍率の計算には、モンテ

カルロ計算コードＭＶＰを使用しており、モンテカルロ法による数値計算には不確

かさが含まれるため、不確かさを考慮し、平均実効増倍率 に標準偏差の３倍を加え

た値（実効増倍率）を用いて評価していることを確認した。 

・臨界安全評価では、安全側の条件設定でも臨界にならないが、万が一に備え、中性

子吸収材を準備する計画であり、その準備量は検討することを確認した。 

・施設の整備運営にあたり、東京電力とＪＡＥＡとで覚書を交わしており、施設の運

営について、定期的に協議を行いながら進めていく方針であり、保安管理上、重要

な事象が発生又は発生の可能性がある場合は、両組織の役員による協議を行い、改

善を図る計画であることを確認した。また緊急時の際は、東京電力及びＪＡＥＡで

対応する役割分担が決められていることを確認した。 

・火災や台風、豪雨などの想定される災害に対し、関係法令等の基準に基づき、適切

に設計されていることを確認した。 

・施設は、核物質防護上の措置（防護設備、防護機器の配置）を考慮した設計となっ

ていることを確認した。 

 以上のことから、本施設は、臨界防止機能、自然災害への対応、サイバー攻撃及び 

テロ等に対して対策が講じられていると評価する。 

 

 

ア 不測の事態への対応 

  【技術検討会における主な質問】 

① 第２棟の閉じ込め機能、遮へい、火災防止、臨界防止及び耐震は「使用許可基準 

規則」に準拠しているか。 

② ＪＡＥＡ（東海村）の再処理施設では中性子検出器と併せて臨界警報装置が設

置されていると思うが第２棟ではなぜ臨界警報装置を設置しないのか。 

③ 安全確保対策が検討されておりリスク管理のレベルは相当程度高められている

と思われるが、その一方で想定を超える不測の事態が発生した場合の危機管理対策

が検討されていないように思われる。 

④ 東京電力が保安を統括し、機構が設計、建設及び運営を行うとしているが、保安

の実施、施設の運転・保守管理、品質管理や不適合発生時の対応の実施体制・責任

分担について説明すること。 

⑤ 両機関の職員、協力企業／下請け企業の作業員、派遣社員の安全確保、確認に関

するコミュニケーションを常に徹底しているか。 
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⑥ 異常発生時の連絡体制、連絡要領、事象対応への事前準備、対策の実施体制、責

任等についての説明が必要。特に課題としては、施設の所有者が東京電力で保安業

務を担当し、一方、施設の設計、建設、運営をＪＡＥＡが担当するとして、責任が

２つの組織に分かれている中で、いかに円滑に緊急時対応を進めるかを知りたい。 

⑦ Ｂクラス地震による電源喪失と火災が同時に発生した場合の消火要員・組織体

制について説明すること。 

⑧ 「その他の自然災害（台風、積雪等）」で「風圧力は、その地方における観測記

録に基づく」としているが、過去の観測記録の範囲だけでよいのか（令和元年度の

台風１５号の強風による千葉県での被害等を参考にしないのか）。 

⑨ 豪雨に対しては、「屋根面の排水等」しか書かれていないが、地下水位の上昇や

表面流出による洗掘などは考慮しないのか。 

⑩ 豪雨対策は「屋根面の排水」が最重要なのか。搬入口などから建屋内や地下階へ

の流入や浸水はどう防ぐのかが不明。特に、電源設備や機械室、廃液貯槽は考慮し

たのか。 

⑪ 第２棟はテロ対策の対象となる建物ではないのか。 

⑫ パソコンの持込みやＵＳＢのデータの取扱い等のサイバーセキュリティについ

て、東京電力とＪＡＥＡで整合性のとれた管理方法をきちんと立てられているの

か。 

⑬ 東京電力とＪＡＥＡで安全文化が少しずつ違うので、サイバー攻撃発生時など、

いざという時にうまく連携できるか懸念している。 

⑭ ドローンの不法な侵入や撮影に対して対策はとれているのか。 

⑮ 至近にて柏崎刈羽及び福島第二原子力発電所において核物資防護上の不適合が

発生しているが、第２棟においてもそれらの事象の水平展開の内容を反映していく

のか。 

⑯ 現場異常の際の通報で、「関係機関への通報」は東電、「関係機関への通報以外

の対応」はＪＡＥＡとなっているが、その切り分けの基準はできているのか。例え

ば、マスコミへの通報や説明はどうするのか。 

⑰ 通報体制が、ＪＡＥＡから直接ではなく、東電を通して 自治体に連絡すること

になっている。迅速性、内容の伝達ミスの防止の観点から直接報告した方がよい、 

という考え方もある。 

⑱ 核物質防護上の役割分担、連携及び連絡の体制について、今後、治安当局、規制

当局等と協議し、検討を進めるとしているが、すでに役割分担は決まっているの

か。 

⑲ 核燃料物質の管理において作業員のダブルチェックによる確認、移送中も流入、

漏えいすることがないように管理することなどソフト的な対応の回答となってお

り、ハード的な対応はないのか説明すること。 

⑳ インターロックのような人に頼らないシステムを検討して欲しい。 

㉑ サイバー攻撃への対策について、東京電力とＪＡＥＡのネットワーク構成管理

は完全に独立で管理するのか。 
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【東京電力からの回答】 

① 表１６のとおり。 

 

表１６ 使用許可基準規則と第２棟における設計上の考慮の比較 

 使用許可基準規則解釈の主な要求事項 第２棟における設計上の考慮 

使用許可基準規則 

第二条 

（閉じ込めの機能） 

①放射性物質の漏えいを防止できる設計

であること。また、内包する物質の種類に

応じて適切な腐食対策が講じられている

こと。 

 

 

 

②放射性物質が漏えいした場合に、その漏

えいを確認することができること。また、

漏えいが確認された場合、その拡大を防止

することができること。 

 

 

③セル等の内部を負圧状態に保つ必要が

ある場合、当該セル等の内部は常時負圧に

保たれていること。 

④フードは、局所排気設備により開口部の

風速を維持できるものであること。 

⑤使用施設の内部の壁、床その他核燃料物

質等によって汚染されるおそれのある部

分の表面は、気体又は液体が浸透しにく

く、かつ、腐食しにくい材料で仕上げるこ

と。 

①燃料デブリ等は、セル・グローブボック

ス等の設備で取り扱い、内部を負圧維持す

るとともに、ステンレスライニング等によ

り放射性物質を閉じ込めることのできる

構造としている。また、液体状の放射性物

質を内包する貯槽は耐食性を考慮した材

料を用いる。 

②セル等の周囲の室には放射線モニタを

設置し、セル等、室は負圧に維持する。ま

た液体状の放射性物質を内包する貯槽は

堰内に設置し、漏えい検知器を設ける。こ

れにより漏えいを確認、拡大防止を図る。 

 

③④換気設備によって、セル等は負圧に維

持し、フードは開口部の風速を維持する。 

 

 

 

⑤第２棟のセル内面はステンレスライニ

ングを施すとともに、放射性物質により汚

染のおそれのある室の壁、床等はエポキシ

樹脂塗装等である。 

使用許可基準規則 

第三条 

（遮へい） 

①「周辺監視区域外の線量限度」及び「放

射線業務従事者に係る線量限度」を満足す

るために、必要に応じて、遮へい壁その他

の遮へい物を設けること。 

②「適切な遮へい能力を有するもの」とは、

例えば、放射線業務従事者の線量限度以下

とするため、作業性等を考慮して、遮へい、

機器の配置、遠隔操作、放射性物質の漏え

い防止等、所要の放射線防護上の措置を講

じることをいう。 

③「放射線業務従事者の線量限度以下とす

①「周辺監視区域外の線量限度」及び「放

射線業務従事者に係る線量限度」を満足す

るために、セル等はコンクリート壁等によ

り遮へいを行う。 

②セル等は遮へいを行うとともに、放射性 

の廃棄物を一時的に保管する設備は地下

階に設置する、セルはマニピュレータ等の

遠隔操作により作業を行う、漏えい防止措

置により所要の放射線防護措置を行う。 

 

③第２棟の放射線業務従事者が立ち入る



- 60 - 

る」とは、例えば、放射線業務従事者が立

ち入る場所については、遮へい設計の基準

となる線量率を施設内の区分に応じて適

切に定めること及び開口部又は配管等の

貫通部があるものに対しては、必要に応

じ、放射線漏えい防止措置が講じられてい

ることをいう。 

④「遮へい設計」に当たっては、遮へい計

算に用いられる線源、遮へい体の形状及び

材質、計算誤差等を考慮し、十分な安全裕

度を見込むこと。 

場所については、遮へい設計の基準となる

線量率を施設内の区分に応じて定めてい

るとともに、貫通部については、補助的な

遮へい、屈折構造等の放射線漏えい防止措

置を講じる。 

 

 

④遮へい設計においては、線源強度、線源

形状等、十分に保守的なものとなるよう考

慮する。 

使用許可基準規則 

第四条 

（火災による損傷防止） 

①核燃料物質等を取り扱うセル等の設備・

機器は、可能な限り、不燃性材料又は難燃

性材料を使用する設計とすること。 

 

②火災又は爆発により臨界管理設備、換気

設備等の設備・機器の一部が、その機能を

喪失しても、使用施設等全体として、公衆

に対し過度の放射線被ばくを及ぼさない

ように、臨界防止、閉じ込め等の安全機能

が確保されるものとすること。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

③火災又は爆発によりその安全性が損な

われないよう消火を行う設備（以下「消火

設備」という。）及び早期に火災発生を感

知する設備を設けなければならない。 

①セル等の設備・機器は、可能な限り、不

燃性材料又は難燃性材料を使用すること

としており、セル等では、少量の可燃物し

か取り扱わない。 

②セル等、建屋の二重の閉じ込め構造によ

り、安全機能が確保される設計としてい

る。また、セル内の火災を想定しても、換

気設備の排気フィルタは破過せず、セル等

の負圧維持が可能であるとともに、火災に

よる敷地境界での被ばく影響は十分小さ

いことを確認した。 

なお、火災により施設の安全性が損なわれ

ることを防止するために火災発生防止、火

災検知及び消火並びに火災の影響の軽減

の方策を適切に組み合わせた措置を講じ、

火災の早期検知に努めるとともに、消火設

備を設けることで初期消火を可能にし、火

災により安全性を損なうことのないよう

にする。 

③第２棟には火災検知器、報知器、消火設

備を設ける。 

使用許可基準規則 

第七条 

（核燃料物質の臨界

防止） 

 

①核燃料物質を収納する、単一ユニットと

しての設備・機器のうち、その形状寸法を

制限し得るものについては、その形状寸法

について適切な核的制限値が設けられて

いること。 

①燃料デブリ等を一時的に保管する試料

ピットは の形状（ ）

を管理するとともに、 の燃料デブ

リ重量を制限する。 
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②形状寸法管理が困難な設備・機器及び単

一ユニットとしてのグローブボックスに

ついては、取り扱う核燃料物質自体の質量

等について、適切な核的制限値が設けられ

ていること。 

③核的制限値を設定するに当たっては、取

り扱われる核燃料物質の化学的組成、プル

トニウム富化度及び同位体組成、密度、幾

何学的形状及び減速条件、中性子吸収材等

を考慮し、最も厳しい結果を与えるよう、

中性子の減速、吸収及び反射の各条件を仮

定し、かつ、測定又は計算による誤差、誤

操作等を考慮して十分な裕度を見込むこ

と。 

④２つ以上の単一ユニットが存在する場

合について、単一ユニット相互間が核的に

安全な配置であることを確認すること。 

 

⑤臨界警報装置等により臨界及びその継

続性を検知することができる設計である

こと。 

②形状寸法管理が困難なセル等について

は、燃料デブリの取り扱い量を制限する質

量管理としており、その重量を制限する。 

 

 

③質量管理値、試料ピットの形状を定める

にあたっては、燃料デブリのプルトニウム

富化度、同位体組成等を安全側の値とし、

中性子の減速効果については最適な条件

（最も安全側の条件）としており、十分な

裕度を見込んだ。 

 

 

 

④試料ピットについては、 の燃料デ

ブリとの中性子相互作用も考慮した計算

モデルにて臨界上安全であることを確認

した。 

⑤第２棟では中性子モニタ等により臨界

の検知が可能である。 

使用許可基準規則 

第九条 

（地震による損傷防

防止） 

 

施設は、耐震重要度に応じて、以下のクラ

スに分類するものとする。 

・Ｓクラス 

自ら放射性物質を内蔵している施設、当該

施設に直接関係しており、その機能喪失に

より放射性物質を外部に放出する可能性

のある施設であって環境への影響が大き

いもの。例えば、核燃料物質を非密封で取

り扱う設備・機器を収納するセル又はグロ

ーブボックス及びこれらと同等の閉じ込

め機能を必要とする設備・機器であって、

その破損による公衆への放射線の影響が

大きい施設 

・Ｂクラス 

機能喪失した場合の影響がＳクラス施設

と比べ小さい施設、例えば、セル又はグロ

ーブボックス及びこれらと同等の閉じ込

め機能を必要とする設備・機器であって、

第２棟のコンクリートセル等は「東京電力

福島第一原子力発電所における耐震クラ

ス分類と地震動の適用の考え方の改訂に

ついて（令和４年１１月１６日、原子力規

制庁）」に基づき耐震Ｓクラスとしている。 

「東京電力福島第一原子力発電所におけ

る耐震クラス分類と地震動の適用の考え

方の改訂について（令和４年１１月１６

日、原子力規制庁）」では、施設の破損に

よる公衆への放射線の影響の程度によっ

て耐震クラスの分類をすることとしてお

り、第２棟についても、一般公衆への影響

を検討し、その影響がＳクラスの範囲内で

あることを確認した。 
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その破損による公衆への放射線の影響が

比較的小さいもの 

・Ｃクラス 

Ｓクラス、Ｂクラス以外の一般産業施設又

は公共施設と同等の安全性が要求される

施設 

 

② 第２棟においては放射線管理設備として設置するガンマ線エリアモニタ及び中性 

子線エリアモニタで臨界を検知することが可能な設計としており、使用許可基準規

則の解釈（第７条第４項一号）の「臨界警報装置等により臨界及びその継続性の検

知することができる設計であること。」を満足する。 

③ 今後の本施設の運用開始にあたっては、放射性物質を取り扱うことから、関係法

令に則り、適切な運用・管理をしていくことは勿論のこと、搬入・搬出といった分

析対象物の移動、施設内での分析、保管といった様々な場面において、不測の事態

が発生することを念頭に（不測の事態が発生するとの考えのもと）、リスクを想定

・抽出し、その対処方法、体制について備えていく。さらに運用後においても継続

的に、リスク、対処方法、体制について、レビュー、見直しを行い、危機管理に努

める。 

④ 放射性物質分析・研究施設の整備・運営にあたり、東京電力とＪＡＥＡは密接に 

連携するため、両者で覚書を交わし、また会議体を設け定期的に協議を行いながら

施設の整備を進めており、施設の運用開始後も同様に定期的に協議を行いながら施

設の運営を行っていく予定である。 

 また、上記の覚書において、本施設の設置運営等はＪＡＥＡが事業主体として実

施することを基本とするが、特定原子力施設の一部として法令上要求される保安管

理に必要な措置（以下「保安活動」）は、東京電力が特定原子力施設の設置者とし

て統括管理し、ＪＡＥＡは東京電力の統括管理の下、保安活動を実施する。またこ

の覚書の下、取決め書等の詳細を定め、これらで双方の責任を明確化している。な

お、今後、第２棟に係る取決め書は、第１棟の建設・運転保守における保安管理に

関する取決め書に準じた内容とする予定である（表１７）。 

 さらに、保安管理上の重要な事象が発生又は発生の可能性がある場合は、両組織

の役員による協議を行い、改善を図る（図２３）。 
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表１７ 取決め書に定める両社の保安に係る具体的な役割分担 

 

（東京電力資料「放射性物質分析・研究施設第２棟の安全設計他について（令和２年１

２月９日）」Ｐ.２１より引用) 

 

 

図２３ ＪＡＥＡと東京電力の関係 

（東京電力資料「放射性物質分析・研究施設第２棟の安全設計他について（令和２年１

２月９日）」Ｐ.２０より引用) 

 

⑤ 東京電力とＪＡＥＡはこれまでも常設の会議体等を多数設置し、また現場に施設 

管理棟を設置して、密なコミュニケーションを図ってきたところだが今後さらに安

全確保に関するコミュニケーションを徹底する。 

⑥ 第２棟に係る緊急事態発生時の役割分担は、表１８に示すとおり第１棟に準じた

内容とする予定である。 
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表１８ 緊急事態発生時の役割分担 

 

 

（注）関係機関：内閣府、原子力規制委員会、福島県、大熊町、双葉町 

（東京電力資料「放射性物質分析・研究施設第２棟の安全設計他について（令和２年１

２月９日）」Ｐ.２３より引用） 

 

⑦ 図２４に示す施設管理棟における連絡通報体制をもとに今後定めていく予定であ

る。 
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図２４ 火災時の対応 

（東京電力資料「放射性物質分析・研究施設第２棟の安全設計他について（令和２年１

２月９日）」Ｐ.２５より引用) 

 

⑧ 風圧力については、建築基準法及び関係法令に基づき、基準風速３０m/s として

評価している。なお、気象庁浪江観測地点における日最大風速は１６．９m/s が観

測史上最大値である。 

⑨ 豪雨に対しては、森林法による林地開発許可制度の排水施設の設置基準に基づき

降雨強度を１３６．５６mm/h として敷地内の排水設計を行った。なお、気象庁浪江

観測地点における日最大降水量は６２mm/h が観測史上最大値である。 

⑩ 第２棟建屋内への雨水の浸入防止については、地上１階の外部に面する出入口部

は地盤面より高くするとともに、建屋周囲には道路側溝等の排水設備を設けて、建

屋内への雨水の流入を防止する設計としている。また、搬出入口となる室は、接続

する道路は斜路とし、床には側溝を設け屋外から雨水を引込んだ場合にも処理でき

る設計としている。地下階については、厚いコンクリート外壁にゴムアスファルト

系防水を施し、浸水を防ぐ設計としている。 

⑪ 第２棟は燃料デブリ等（核燃料物質）を取り扱う施設であるため、核物質防護の 

観点からテロ対策の対象施設となっている。不審者の侵入、核物質の盗取等を防ぐ

核物質防護上の措置（防護設備、防護機器の設置）を考慮した設計とする。 

⑫ サイバーセキュリティ対策については、各々の会社の方針に基づき対策している 

が、一般的なサイバーセキュリティ対策（パソコンやスマートフォン、ＵＳＢメモ

リ等の私物を業務ＰＣ等と接続して利用しない。ログなどの証跡を収集、不正アク

セスの監視等）という面では共通しており、整合性のとれた管理となっている。 

⑬ サイバーテロと思われる事象が発生した際は、相互に情報共有しながら、脅威が 

現実のものにならないよう対応していく。 

⑭ 核物質防護に関わる事項のため詳細は差し控える。なお、監視範囲に関しては、 
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敷地境界からおおよそ３００ｍの範囲を対象としている。 

⑮ 柏崎刈羽原子力発電所の事案に鑑み、福島第一原子力発電所（ＪＡＥＡ分析・研 

究施設を含む）として、これまで以上に厳格な保守、運用を進める。 

  ⑯ 第２棟の対応基準は、第１棟やＪＡＥＡ他施設の経験・知見を参考に検討中であ 

る。マスコミへの説明はＪＡＥＡから東京電力に情報共有を行い、東京電力から情 

報発信を行う。 

  ⑰ 第２棟は東電内の施設であり、東電が保安に関する統括管理を行い、その下でＪ 

ＡＥＡが施設所有・運営を担当する体制としている。このため、ＪＡＥＡから直接

連絡するのではなく、東電を通して自治体に連絡することとしている。 定期的に通

報訓練を実施することで、迅速かつ伝達ミスが無い通報をできるように努める。 

  ⑱ 監視、出入管理、巡視、ＰＰ設備の保守・点検などは、防護区域、周辺防護区域

及び立入制限区域ごとに役割分担が決まっているものの、不法な侵入等の異常時の

措置については、東京電力及びＪＡＥＡそれぞれの連携方法、体制、連絡系統など

の詳細を治安当局、規制当局等と協議し、意見を参考にした上で決定する。 

  ⑲ 第２棟では、作業員がマニピュレータ等を用いて手動で燃料デブリの分析作業や

移送作業を実施する予定であり、自動化されていない。そのため作業員によるソフ

ト的な対応として複数の作業員によるダブルチェック等で臨界管理を行う。 

  ⑳ マニュアルの整備をしながら、ソフト的な対策を充実させ、インターロックのよ

うなハード的な対策についても、今後様々な知見を活用したい。 

㉑ サイバー攻撃を防止するため、電気通信回路等を通じて外部と接続しない設計と

しているため、東京電力とＪＡＥＡのネットワークは独立した構成となる。緊急時

連絡設備の多重性・多様性を確保するために、東京電力とＪＡＥＡの専用回線（Ｌ

ＡＮ回線）を設置する計画としているが、外部と接続されていない専用回線である

ためサイバー攻撃を受けることはない。ネットワークの管理体制は、東京電力、Ｊ

ＡＥＡ共に、監視用ＰＣ及び監視サーバーを配備し、監視を行う計画である。 

 

イ 燃料デブリ等の管理について 

【技術検討会における主な質問】 

① どのようにして、Ｕ２３５＋Ｐｕ質量の管理を行うのか。（事後に質量が判明す

るのではないか。） 

② 燃料デブリの臨界防止について、取扱は質量管理で対応しているが、取扱のどの

段階でどの様に確認をする等の具体的な手順についても説明していただきたい。 

③ 形状管理が困難な受入・払出時等の動かす作業の時や、セル内で作業していると

きの臨界管理はどうなるのか、そのような状況での臨界防止はどうなるのか。ユニ

ットが複数ある場合の相互間の安全な配置というところも、今対象としている量が

試料ピットの中での話なのか、あるいは作業をしているセル内での話なのか、セル

内では複数のユニット的なものがあるのか無いのかがよく見えなくなってきたの

で臨界防止の観点でどういうふうに取り扱われようとしているのか補足していた

だきたい。 
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④ 実施計画における解析手法のような状況でコンクリートセル内において取り扱わ

れているというのは、ある一つの燃料デブリ全体の総量が集中している状態であ

り、セル内では分散されて置かれることは無いという理解で良いのか。作業の手順

的な所だと、そのようなモデルの妥当性はいかがなのか。 

⑤ 取り出しデブリ等の試料は先行して既存施設で分析すると思うが、試料ピットや

コンクリートセルなどでの管理方法（質量管理、形状管理）はその時の結果に応じ

て変更する場合もあるのか。 

 

【東京電力からの回答】 

①  燃料デブリ等を受け入れる際には、燃料デブリの組成について、臨界管理上最 

も厳しい組成と仮定する。その仮定に基づき、受け入れた試料の重量から、Ｕ２

３５＋Ｐｕの量を計算で求め、この値でＵ２３５＋Ｐｕの質量の管理を行う予定

である。 

②  燃料デブリ等を取り扱う作業を実施する場合、各取扱場所における最大取扱量   

を超えないことを確認する。具体的には、燃料デブリ等の受入れ及び施設内の移

送の都度、計算機又は伝票を用いて、受入れ・移送に伴う取扱場所の存在量が最

大取扱量を超えないことを確認する。さらに、実際の受入れ・移送にあたっては、

作業を担当する者以外の第三者による立会いを行い、移送物及び伝票等の内容を

確認する。 

③  コンクリートセル内での取り扱いでは形状管理ができないので、４基通して全 

体で規定量以下の管理を行う。従って、規定量以下に制限してセル内に受け入れ、

そのセル内に受け入れた後の破砕・分析・溶解といった操作を行っていくが、そ

れらの総量を評価して規定量を超えない管理をしている。そういった一連の作業

が終わって、試料ピットに収納するときにはそれぞれの金属容器に収める量を管

理しながら、 の試料ピットに入れていく。この試料ピットにはコンクリート

セル内で取り扱っている総量が何ロットか入ってくるため、

で質量管理している想定量を超えるので、こちらについては構造的に互いの距離

をとり、形状管理と質量管理を試料ピットについては適用する。 

④  セル内で燃料デブリは分散して置かれるが、それらが集まってきて一番リスク 

の高い条件を想定した。 

⑤  第２棟の試料ピットやコンクリートセルにおける最大取扱量や形状について 

は、想定される燃料デブリの性状及び取扱方法を考慮した管理方法並びに誤操作

を考慮した安全裕度を基に設定している。また燃料デブリの性状は、全て核燃料

物質で構成される保守的な条件で臨界安全評価を行い、臨界とならないことを確

認しているので、現時点では既存施設での分析結果に応じて管理方法を変更する

ことは考えていない。 

 

  ウ 臨界評価について 

【技術検討会における主な質問】 
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① 臨界管理において、水の密度を室温とした理由を教えていただきたい。たとえば、

本当に室温以上の温度上昇は考えなくてよいのか。考慮しなくてよいとの場合、そ

の判断根拠を示すこと。 

② 臨界安全設計に係り、試料ピットについては解析結果の中性子実効倍増率０．９

２であり、未臨界性の判断基準の０．９５を下回っているとしているが、モンテカ

ルロで解析し標準偏差の３倍（３σ）を加えて評価しているか。 

③ 非均質の方が厳しいとなっており、Ｐｕと水の混合物とあるが、この水の割合、

混合物の割合というのは評価したのか。 

④ 非均質・不均一モデルの臨界評価について、モデルの現実性を評価するのであれ

ばランダムに燃料の粒子が分布していることを評価することも必要ではと思われ

る。改めて、なぜランダムでの評価が必要ないか説明すること。 

 

【東京電力からの回答】 

① 第２棟の臨界安全評価については、燃料と水(減速材)の体積比を変化させるこ 

とで、水の密度を変化させる評価と同様の評価を行った。減速材による実効増倍

率への影響を考慮する場合、燃料間にある減速材の量が影響するが、これを検討

する方法として、[１]燃料間の距離を一定とし、減速材の密度を変化させて減速

材の量を変化させる方法と[２]減速材の密度を一定とし、燃料間の距離を変化さ

せて燃料間の減速材の量を変化させる方法がある。今回の評価では、[２]を採用

したため、水の密度は室温とした。 

② 解析結果０．９２は３σ を考慮しており、判断基準０．９５を下回った。 

③ Ｐｕと水の混合割合つまり燃料対減速材の割合をパラメータとして最適な減 

速条件で評価した。 

④ 今回、不均一性を考慮したモデルを設定するにあたっては、不規則・ランダム

な配列の場合、規則的に配列した場合よりも反応度が低くなること（臨界安全ハ

ンドブック第２版）を踏まえて、厳しい評価となるよう層状に規則的な配列とな

っていると仮定した。 

 なお、第２棟の臨界安全評価では、均質体系に加え、Ｐｕが粒子状に存在する

非均質体系についても評価した。また、燃料デブリ等については、燃料と被覆管

等が溶融・固化した状態を想定した。また、燃料は原子炉で燃焼しているため、

核分裂性物質が減少していると考えている。このような想定に対し、第２棟の臨

界安全評価では、以下の保守的な燃料組成を設定し、評価を行った。 

・燃料デブリ等のすべてが燃料で構成されている。 

・燃焼した燃料より核分裂性物質を多く含む、新燃料としている。 

・中性子吸収効果を有するガドリニウムを考慮していない。 

・中性子を吸収する核種であるＡｍ－２４１を除いた燃料組成としている。 

 なお、実際の溶解処理に使用する燃料デブリ等は、1 回当たり オーダで

あるが、臨界安全評価では最大取扱量の燃料デブリ等を全て溶解させたものとし

て、このとき臨界に達しないことを確認した。 
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  エ 臨界発生時の対策について 

【技術検討会における主な質問】 

① 臨界安全は確保される評価であるが、万一を想定し中性子吸収材を準備しておく

必要はないのか。 

② 実際に取り扱うデブリ等は臨界に至らないと理解しているが、臨界を検知するモ

ニタ設置するとあるのに、設計上の考慮として臨界は起こらないといった記述しか

ないのでそこに違和感があった。本当に臨界が起こったときに備えた記述がほし

い。 

③ 中性子エリアモニタやガンマ線エリアモニタで臨界の検出を代用するとのことだ

が、建屋のどこにモニタを配置するのか。各コンクリートセルに臨界を検知するモ

ニタは設置するのか。 

 

【東京電力からの回答】 

①  第２棟の臨界安全評価については、燃料デブリをすべて核燃料とし、また、核 

分裂性物質が多く含まれる未照射燃料とするなど、保守的な条件にて評価し、臨

界に達することはないとの結果が得られている。ただし、ご懸念を踏まえ、中性

子吸収材を準備しておくなど、万が一臨界が発生した場合の措置を計画してい

る。 

②  臨界が起こらない設計としているが、原子力の思想として起こらないというも 

のであっても起こると仮定してそれを検知するといった安全設計の思想がある。 

万が一臨界が発生した場合には、施設内にガンマ線及び中性子線のエリアモニ 

タを設置しており、臨界に伴う線量当量率の上昇を検知し、警報を発することが

可能な設計としている。また、仮に臨界が起きた場合についても、中性子吸収剤

の準備を計画している。 

③  ＪＡＥＡの再処理施設等にも、臨界警報装置はセル外に設置している。第２棟 

については臨界警報装置ではないが、中性子線エリアモニタ・γ 線エリアモニタ

で臨界を検知する。  



- 70 - 

６ 東京電力への要求事項 
本施設が高線量の燃料デブリ等を直接取り扱う施設であることを踏まえ、安全確保の取

組に万全を期すよう、技術検討会から東京電力に対する要求事項について以下の７項目を

取りまとめた。 

 

（１）周辺地域住民の安全確保及び周辺環境への影響防止 
【東京電力への要求事項①】（５（１）、（２）関連） 

○第２棟の運用に当たっては、周辺地域住民の安全確保及び周辺環境への影響防止を最

優先とし、燃料デブリ等の搬入、分析、保管及び搬出において放射性物質が漏えいしな

いよう、施設の安全管理を確実に行うこと。 

【技術検討会等における主な意見】 

 実施計画の内容が適正に運用管理されることを徹底するとともに、安全設計の内容

を保安管理の中でしっかり担保出来るようにすること。 

 安全上の考慮事項が保安管理の中できちんと担保されているかが非常に重要なの

で、保安管理のマニュアル類をきちんと整備して運用すること。 

 セルや分析設備等においては、分析の過程で生ずる残渣や汚染された器具等が長期

間にわたって放置されないように必要な措置を講ずること。また放射性物質によって

汚染された物品等は、廃棄体としての処置や保管などを考慮して適切に管理すること。 

 

（２）労働安全・教育訓練 
【東京電力への要求事項②】（５（４）関連） 

〇高線量の燃料デブリ等を取り扱う施設であることから、放射性物質による被ばくや汚

染及び労働災害を防止するための必要な対策を講じること。また、職員に対する教育訓

練を徹底するとともに、設備面でも誤操作防止等の安全機能を導入する等、トラブルの

未然防止の観点に立った対応に万全を期すこと。 

【技術検討会等における主な意見】 

 両機関の職員、協力企業／下請け企業の作業員、派遣社員の安全確保・確認に関す

るコミュニケーションを常に徹底し、ヒューマンエラーの一層の防止に努めること。 

  最初にどんな防止策を想定し、時間がたつにつれて、どんな変化があって防止策が

役立たなくなったかをきちんと追跡できるような形で報告できるようにすること。 

 

（３）緊急時の対応 
【東京電力への要求事項③】（５（５）関連） 

〇地震、火災、電源喪失等の緊急時において、計画どおりに確実に対応できるよう、定

期的な訓練や施設の維持管理を行うとともに、施設の更なる安全性向上のため、最新の

知見を踏まえた追加対策に積極的に取り組むこと。 

【技術検討会等における主な意見】 

 異常事象が発生した場合の緊急時の対応手順を定めて対応できるようにすること。 
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（４）臨界の防止 
【東京電力への要求事項④】（５（５）関連） 

〇第２棟は燃料デブリ等の形状管理や質量管理により臨界を防止する設計としている

が、ヒューマンエラーによる臨界事故防止のため、人的管理を徹底すること。 

【技術検討会等における主な意見】 

 臨界安全評価では、安全側の条件設定でも臨界に達することはないと評価している

とはいえ、人的管理については担保するものが必要になるので検討すること。 

 燃料デブリの計量管理についてはこれまで前例がなく、そのあり方は今後の課題の

一つと考えられる。第２棟における計量管理の経験を通じて今後の廃炉にも適用でき

る実用的な手法の開発、適用に取り組むこと。 

 

（５）核物質防護・核セキュリティ対策 
【東京電力への要求事項⑤】（５（５）関連） 

〇東京電力及びＪＡＥＡ間で定める共通ルールに基づき、核物質の盗取・紛失や情報漏

えい等が生じないよう、厳格に管理すること。 

【技術検討会等における主な意見】 

 パソコンの持込みや、ＵＳＢのデータの取扱い等のサイバーセキュリティについて、

東京電力とＪＡＥＡで整合性のとれた管理方法をきちんと立てられているのか。 

 東京電力とＪＡＥＡで安全文化が少しずつ違うので、サイバー攻撃発生時などいざ   

という時にうまく連携できるか懸念している。 

 ドローンの不法な侵入や撮影に対して対策はとれているのか。 

 核物質の設備機器内部への滞留や設備機器等への固着によって不明物質量の増加な

ど計量管理上の問題とならないように日頃から定期的な点検・清掃を行い必要な措置

を講ずること。 

 

（６）各組織間の連携 
【東京電力への要求事項⑥】（５（５）関連） 

〇ＪＡＥＡが設計・建設・運営を行い、東京電力が保安管理を行うに当たり、両機関の

責任を明確化するとともに、両機関が緊密に連携するための体制を整備することとし

ているが、トラブル発生時の対応等に不備が生じないよう、それらを確実に履行するこ

と。 

【技術検討会等における主な意見】 

 東電、ＪＡＥＡ両者の分担が記されているが、具体的な想定事故、異常事象にどの

ように責任をもって対処するかのシミュレーションを行っていただきたい。またその

際の協力企業の役割もよく検討すること。 

 「放射線管理、労働衛生管理の実務については、運営の一環としてＪＡＥＡが担当」

と回答されている。この責任の明確化や担当が書類上の定めだけではなく、協力企業

も含め、全体で実効性ある管理がなされるようにすること。 

 東京電力とＪＡＥＡの密接な協力、特に放射線管理、安全管理に当たっては細かい
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ところのみならず総合的なところまで責任の明確化を徹底すること。 

 複数の組織が関係して行う事業であることから、日常の放射線管理や保安、事故、

災害、緊急時の対応はもちろん重要であるが、他にも、入退出管理、福利厚生施設利用

の供与、研究の果実である知的財産の帰属などなど細かいことまで、関係組織間でし

っかりした取り決めを結んで、トラブルや責任の不在がないように進めること。 

 

（７）正確で分かりやすい情報発信 
【東京電力への要求事項⑦】（５（５）関連） 

〇運用状況や分析結果による成果等について分かりやすい情報発信に努めること。ま

た、トラブルが発生した場合は、安全確保協定に基づき速やかに通報連絡するととも

に、トラブルに伴う放射線による周辺環境への影響等について、正確で分かりやすい情

報発信を行うこと。 

 

【技術検討会等における主な意見】 

 異常発生等における不測の事態への通報連絡基準をしっかり定めること。 

 異常事象の発生時(警報発生を含む)には、発生状況、対応について、遅延なく通報

連絡する仕組みを構築し、通報連絡体制を至急整備すること。 

 第２棟における分析・研究は、廃炉に役立つように、東京電力は廃炉のニーズを十

分提示して、分析・研究が廃炉に貢献できるようにすること。 

 燃料デブリの分析は内外専門家のコメントを入れて国際的評価を得るようにするこ

と。 
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７ まとめ 
技術検討会では、東京電力から事前了解願いの提出がされて以降、第２棟新設計画の

具体的内容について、東京電力及びＪＡＥＡから説明を受けるとともに現地確認を行い、

原子力発電所周辺地域の安全確保の観点から確認を行った。確認結果については、本報

告書において、技術検討会で確認した主な事項として取りまとめ、いずれも適切に計画

されていると評価した。 

また、原子炉等規制法に基づく特定原子力施設に適用される措置を講ずべき事項に加

え、核燃料物質を使用する施設に求められる、使用許可基準規則の要求事項を満たすも

のであることを確認した。 

以上のことから技術検討会としては、第２棟新設計画について、東京電力及びＪＡＥ

Ａが関係法令を遵守するとともに、技術検討会において示した安全対策等を実行するこ

とにより、周辺地域の安全は確保されると考える。 

なお、本施設が高線量の燃料デブリ等を直接取り扱う施設であることを踏まえ、安全

確保の取り組みに万全を期すよう、７項目の要求事項を取りまとめた。 

今後、技術検討会等において、第２棟設置工事の進捗や、運用によって得られた成果

（燃料デブリ等の性状把握、安全な取り出し・保管方法の検討等）及び要求事項に対す

る取組状況等について継続的に確認していく。 
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原   猛 也 水 産 資 源 学 
公益財団法人 

海洋生物環境研究所 フェロー 

前 田 匡 樹 建 築 構 造 学 
国立大学法人 東北大学大学院 教授 

（工学研究科都市・建築学専攻） 

水 沼  今 日子  

(令 和 ３ 年 ５ 月 か ら ) 
労 働 安 全 

中央労働災害防止協会 

東北安全衛生サービスセンター所長 

村 山 武 彦 リ ス ク 管 理 論 
国立大学法人東京科学大学 教授 

（環境・社会理工学院融合理工学系） 

百 瀬 琢 磨 

(令 和 ４ 年 ５ 月 か ら ) 
放 射 線 防 護 

国立研究開発法人日本原子力研究開発機構 

福島廃炉安全工学研究所 所長特別補佐 

吉 田   望 地 震 地 盤 工 学 
学校法人東北学院 名誉教授・客員教授 

学校法人関東学院 工学総合研究所 所員 

※ 「植頭 康裕」専門委員（放射線防護）は令和４年３月３１日付退任 

※ 「小山 吉弘」専門委員（原子力行政）は令和５年３月３１日付退任 

※ 「高橋 靖」委員（労働安全）は令和３年３月３１日付退任 

※ 「長谷川 雅幸」専門委員（原子力工学（材料工学））は令和５年３月３１日付退任 

※ 「藤城 俊夫」専門委員（原子力工学（機械工学））は令和５年３月３１日付退任 

 （五十音順） 




